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新世代の小児科学の使命は，すべての子どもたちが，
たとえそれが生まれつきのものであったとしても，ある
いは環境要因によるものであったとしても，成長と発達
の過程で直面する種々の困難を克服し，人として幸せな
人生を手に入れることを手助けすることだと考えます．
胎児期に始まり若い成人世代に至る長い時間軸に沿った
極めて魅力的な分野として進化を遂げつつあります．

自然科学分野のひとつとして小児科学は，からだが形
作られる過程（成長）とそこに機能が宿る過程（発達）
を科学します．また，遺伝，つまり生まれつきの素因と
環境の相互作用の科学でもあります．解剖学，発生学，
生物学などの基礎医学の知見を活かして成長・発達過程
に生じる異常の原因を突き止め，臨床医学に応用するこ
とが可能となった現代，小児科学は高度先進医療を牽引
する使命を担っています．

一方，現代においては，小児医療の充実のみならず，
子どもが育まれるすべての環境を整備することを通じて，
子どもたちの人権を守り，福祉を向上させていくことも
小児科学の重要なミッションとなっております．つまり，
新世代の小児科学は自然科学のみならず社会人文科学に
おける重大な使命を担っていると言えます．これらの活
動を実り多いものにするためは，子どもの教育，保育，
保健に携わっておられるすべての方々との協働が不可欠
です．中でも学校保健は子どもたちの健全な発育，発達
に大きな影響をおよぼし，彼らの人生を大きく左右する
領域であり，現代日本において極めて重大な使命を担っ
ていると思います．

さて，幼稚園や保育園は家庭環境と似たところがあり
ます．乳幼児期の子どもたちは社会的な観点からは胎児
期にあると言えます．読み書きなどを教えているとして
もそこに評価はなく，競争，優劣もありません．家庭生
活の延長のような環境で時間をすごし，遊びのなかでか
らだ作りをしたり，友だちとケンカしたり仲直りしたり
して人づきあいを学んでいく時期です．

子どもが小学校へ入学するということは，家庭や保育
園，幼稚園という言わば母体の延長線上のような環境で
育まれてきた幼児期に別れを告げ，学校という外の世界
へ一歩を踏み出す瞬間，“脱皮”なのです．小学校入学，
学校デビューは子どもたちにとっては社会人デビューに
相当する一大事です．時間割に合わせて一日を過ごし，
当番が決められ，たくさんのルールに従って行動するこ
とが求められます．それらを体験することで，社会の一

員として行動すること，その中での自分の果たすべき役
割などを体感し会得していくのです．

家庭での社会的“胎児期”から脱皮する大切な時期に
子どもたちを指導する学校の先生方は，第二のお母さん
（男性の教員ならお父さん）なのです．「この大切な時
期を受け持たせてもらうのだ」「もしかしたら子どもた
ちの人生を左右することになるかもしれない」と，自覚
と誇りを持って教壇に立っていただきたいと願います．
子どもの成長を願い，子どもを信じて寄り添い，親御さ
んといっしょに悩む．大きな度量と深い温情を備えた方
が教員を務めるべきです．

一方，親御さんにも学校の先生を心から尊敬して頂き
たいと思っています．高い報酬を期待して先生になった
方はいないと思います．子どもが好きで，子どもと一緒
にすごしたくて，子どもの成長を見守る喜びをお母さん，
お父さんと分かち合いたいと思っている方々です．教員
と保護者が仲良く力を合わせて行くことが，社会人とな
るための脱皮を成功に導く秘訣です．

小児科医が個々の子どもたちのために果たすべき使命
はふたつあると考えております．まずは，病気に限らず，
あらゆる困難に直面している子どもや親御さんの思いを
くみ取り，理解し，共感することから始まります．次に，
そのような理解や共感に基づいて，医師としての判断を，
多くの場合それは診断であったり治療方針だったりする
わけですが，平易な言葉で子どもや親御さんに伝え，彼
らを説得し，納得させ，安心させることです．このよう
な使命を果たす人のことを“代弁者”と呼ぶのではない
かと私は思うのです．一人ひとりの小児科医は，物言え
ぬ子どもたちや若い親御さんたちにとって頼りがいのあ
る代弁者になることで，子どもたち，そしてそのご家族
が幸せな人生を手に入れるための優しく温かい追い風と
なることができるのです．

成長と発達の過程にある子どもたちの代弁者である，
という点においては，学校保健も小児科学も，その使命
は同じではないでしょうか．学校保健に関わる全ての
方々が，頼もしい，優しい，そして断固たる信念を持っ
た代弁者であることを願っております．そっと寄り添い，
言葉にできない思いをくみ取り，本人に優しく語りかけ
る，そんな代弁者が子どもたちが育つあらゆる環境で
益々増えていくことを祈っております．

（日本小児科学会会長
慶應義塾大学医学部小児科教授）

新世代の小児科学と学校保健の使命について
高 橋 孝 雄

Missions／Collaborations of New Generation Pediatrics and School Health Care

Takao Takahashi
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Ⅰ．序 論

１．学校現場における目標設定の取扱い
目標設定は学校教育活動で多用されるが，それらが充

分に機能しているかは疑問である．学校では様々な「め
あて」が立てられており１），児童の生活上の目標を１年
や学期の最初に設定させることも少なくない．小学校学
習指導要領解説総則編には，課題選択や自己の生き方を

考える機会の充実の必要性について述べられ，児童がこ
れからの課題や目標を見つけることは，自立心や自律性
を育む上で重要とされている２）．また川畑は，目標を達
成する経験を積み重ねることは，セルフエスティームの
重要な要素の１つである自己有能感を高めるのに大きな
役割を果たすとしている３）．そしてCurtisらは，目標設
定は人々の行動を改善するために活用され，健康的な食
事を選択するためには知識や技能の習得だけでなく，個

小学校高学年を対象とした目標設定スキル尺度の開発
筆 野 元＊１ 西 岡 伸 紀＊２

＊１兵庫教育大学大学院連合学校教育学研究科
＊２兵庫教育大学大学院学校教育研究科

Development of a Scale of Goal-setting Skills for Upper-grade Elementary School Students

Gen Fudeno＊１ Nobuki Nishioka＊２

＊１The Joint Graduate School in Science of School Education, Hyogo University of Teacher Education
＊２The Graduate School of Education, Hyogo University of Teacher Education

Background: Goal-setting skills are essential for the project-based learning emphasized in the present course
of study. Scales of goal-setting skills are useful for the development of contents and evaluation of project-
based learning. So far, a scale of goal-setting skills for upper-grade elementary school students has been de-
veloped in Japan. However, the number of items on the scale has been small, and the reliability has been low.
Objective: This study aims to develop a scale of goal-setting skills for upper-grade elementary school stu-
dents based on the situation of their goal-setting in daily life and to verify the reliability and validity of the
scale.
Methods: Firstly we conducted a questionnaire survey and focus group interview to grasp the actual situ-
ations of goal-setting in daily life, in summer vacation, and in improving performance of exercise of the up-
per-grade students. Secondly, we developed a preliminary scale of goal-setting skills. We conducted the sur-
vey with ４１９ fifth- and sixth-graders in elementary schools（１９３ boys and ２２６ girls）using the scale. More-
over, we checked the reliability and concurrent validity of the scale with scales of self-control, resilience, and
self-efficacy, respectively.
Results:（１）A scale of goal-setting skills had high reliability（α＝．８１４,１７items）. Four factors of goal-setting
skills were extracted with factor analysis:“will to achieve”（α＝．８３３,８ items）,“plan to achieve”（α＝．７１３,４
items）,“consultation with their surroundings”（α＝．７０３, ３ items）, and“flexible goal-setting”（α＝．５２９, ２
items）.

（２）Goal-setting skills showed a significantly positive relationship with scales of self-control（r＝．４７４, p＜
．００１）, resilience（r＝．６７３, p＜．００１）, and self-efficacy（r＝．３１８, p＜．００１）. Subscales of“will to achieve”and

“plan to achieve”also showed significantly positive relationships with the three scales（r＝．２２５― ．６６１）.
Goodness of fit of the scale of goal-setting skills was satisfactory with GFI＝．９１９, AGFI＝．８９１, RMSEA
＝．０６１, and AIC＝３７２．２１１.

（３）The goal-setting skills scores were significantly higher in girls than in boys among the sixth-graders
（F（１，４１７）＝３．９０, p＜．０５）.
Conclusion: The concurrent validity of the goal-setting skills and the subscales was confirmed. The reliabil-
ity was also secured except for the factor“flexible goal-setting,”which had lower reliability.

Keywords：a scale of goal-setting skills, upper-grade elementary school students, reliability, va-
lidity
目標設定スキル尺度，小学校高学年，信頼性，妥当性

原 著
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人に応じた目標設定が有効であることを実証している４）．
このように，将来の課題解決に要する力や特性を育み，
行動改善にも活用される目標設定を児童自身が行い，達
成へと向かう力を育むことは重要である．

しかし，学校現場では目標設定はするものの，その意
義について考え，設定の方法や達成までの過程を学習す
ることや，目標の進捗状況を振り返ることは少ない．神
谷によれば，目標は学期初めに設定されたまま，それ自
体に触れられることなく学期末や年度末まで放置される
場合がある５）．二田も目標そのものの意識化が児童に十
分図られておらず，１年間にわたって単に掲示している
ケースが散見されたと指摘する６）．授業でも目標設定は
よく用いられており，例えば，高跳びや走り幅跳びのよ
うに，体育の授業では目標設定が推奨されている．その
場合，当該競技の技能向上のために個人の記録を基にし
た目標を設定させている７）．小学校学習指導要領解説体
育編においても，ハードル走や走り幅跳びでは，目標と
する記録の達成を目指すことが挙げられている８）．しか
しながら，体育で通常使用される目標は児童の個人の記
録から設定されるものであり，目標設定の具体的手法や
目標達成に向けての過程における工夫などを授業内で取
り上げることは通常行われない．以上から，目標設定は
学校現場ではよく扱われているが，その方法や取組自体
について学習する機会が少ないと言える．
２．目標設定スキルとは

目標設定といえども，設定のみが重視されるわけでは
なく到達するために必要な要素はいくつかある．米国健
康 教 育 基 準（NHES. National Health Education Stan-
dards）では，目標を設定，到達する力である目標設定
スキルは行動を特定，採択，維持するための力とされて
おり，その発達段階別のスキルの到達目標では，小学校
３年生～５年生の段階において，目標達成への進み具合
を確かめたり，目標達成を支援する資源を明らかにした
りすることが挙げられている９）．

目標設定スキル育成のプログラムは国内外で認められ，
JKYB研究会の小学校６年生用プログラムの学習内容に
は，「目標達成の意義」「目標の設定方法」以外に，「計
画の重要性」「達成の方法」「障害物とその対処方法の確
認」「成功のイメージを持つ」などがある１０）．目標達成
には障害が生じる恐れがあり，障害を克服し達成に向か
う力も必要となる．米国の目標設定プログラムの一つで
あるGOALは，中高生に対して，将来についての信頼と
自己抑制の感覚を養い，良い決定を下す良き市民となる
ことを目的としており，その構成内容は「夢を持つこと
の意義」「目標設定の方法」に加え，「手段，計画の作成」
「障害物の確認と対処方法」「問題解決スキル」「他者へ
の支援要請」「リバウンドと報酬」「自身の強み」となっ
ている１１）．両プログラムの共通点として，「目標の意義」
「設定方法」「計画」「障害物の確認と対処方法」が挙げ
られる．また，NHESの目標設定スキル育成基準とGOAL

には，ともに「他者への支援要請」が設定されている９）１１）．
永井は，問題を抱え自身で解決できない場合，他者に援
助を求めることは，重要な対処方略であるとしており１２），
目標を達成する際も援助要請の必要な場面が現れるかも
しれない．しかしながら，三浦らは小学校５，６年生に
対して，相談の経験を問うているが，相談しない理由と
して，相談の仕方が分からないことが少なからずあるこ
とを示している１３）．したがって，援助要請や相談は，目
標達成に向けた取組に影響すると考えられる．以上の国
内外のプログラム及び基準より，目標達成のためには支
援要請などの手段を講じて，障害が生じても対処して取
組むことが必要であり，目標設定スキルとは，これらを
総合した「現実的で具体的な目標を設定，計画し，適切
な手段や資源を活用し，達成を目指す能力」と言える．
３．先行研究における目標設定スキル尺度の課題

目標設定スキルの育成のためには，児童の目標設定状
況及び同スキルの実態把握が必要となり，そのための手
立てとして尺度が有用である．目標設定スキル尺度は少
数開発されているものの課題がある．例えば，代表的尺
度である春木らの小学生用目標設定スキル尺度は，１０項
目で構成され，「目標達成に向けての能力の確認」「成功
への積極的態度」「目標の立て方」「目標達成のための継
続力」の４因子構造である１４）．しかしながら，項目数が
少なく，尺度全体のクロンバックのα係数が０．５３４であ
り，春木もその内容を検討する必要があるとしている１４）．
児童が立てる目標は健康行動から学習など生活全般に渡
ると考えられ，その点において，同尺度は小学生の日常
生活全般に関わる目標設定の実態把握に基づいて作成さ
れたものではない．一方，中高生を対象とした目標設定
スキル育成プログラムSUPERでは，「私は目標設定がよ
くできる」などの目標設定の自信に関する５項目からな
る尺度によって目標設定スキルが測定されている１５）．た
だし，同尺度は，計画や到達のための手段が含まれてお
らず不十分である．上野も，高校生を対象とした運動部
活動及び学校生活におけるライフスキル尺度を開発して
おり，その第１因子である個人内スキルは目標設定に関
する項目（８項目）が含まれているが，「定期テストの
日までのスケジュールを立てる」という計画に関する項
目と「達成可能な具体的な目標を持とうと努める」とい
う目標設定自体に関する項目などが主であり１６），達成に
向けた手段についての項目は含まれていない．
４．目標設定スキル尺度の外的基準

春木は，目標設定スキル尺度の妥当性を食行動との関
連により確認しているが，一般的スキルである同尺度は
食行動以外の項目との関連を検討する必要がある１４）．そ
のための外的基準としては，レジリエンス，セルフコン
トロール，セルフエフィカシーなどが考えられる．レジ
リエンスは，適度な困難を伴う出来事を経験しても個人
を精神的健康へと導く心理的特性である１７）．Lockeらは，
困難な目標設定により，努力の継続が可能となるという
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結果から，「ある程度の困難さを持った目標の設定は努
力を惜しまない粘り強さなどを引き出す」と述べてい
る１８）．また菱田らは，春木らの目標設定スキルと石毛ら
のレジリエンス尺度の「意欲的活動性」「楽観性」は正
の相関があるとしている１９）２０）．したがって，レジリエン
スと目標設定スキルとは関連があると考えられる．

次にセルフコントロールが挙げられる．複数の目標が
葛藤状態にあるとき，社会的な価値等において比較的に
望ましい目標を追求し，比較的に望ましくない目標追求
を抑制することをセルフコントロール（self-control）と
いい，セルフコントロールは，個人の目標達成や対人関
係の構築・維持などに大きく関与する２１）．またLockeら
は，目標設定理論において，目標設定は自己抑制の重要
な変数となり，目標設定があらゆる分野の自己抑制に生
かすことができるとしている１８）．Gilsonらも，目標を有
するアスリートが目標を持たない群に比べ，自己抑制に
関するスキル（self-regulatory effort）が高いことを示
している２２）．さらに，庄司はself-controlのできる子ども
は目標志向的行動を維持したり，変更したりできる能力
を持っているとしている２３）．このように，セルフコント
ロールは目標設定スキルと関連することが予想される．

さらに，セルフエフィカシーとの関連も考えられる．
上地らは，子どもに具体的，かつ小さな目標を立てさせ，
成功体験を積み重ねることが，セルフエフィカシーを高
めると述べている２４）．中村も健康支援の視点からも，自
己効力感すなわちセルフエフィカシーを高める方法とし
て，達成可能な目標を設定して成功体験を積み重ねる方
法を挙げている２５）．このように，目標設定を適切に行い，
成功体験を積み重ねている場合はセルフエフィカシーが
高いと予想される．これらの心理的特性は目標設定スキ
ル尺度を開発する際の外的基準となる．
５．本研究の目的

以上のように，信頼性及び妥当性の確認された目標設
定スキル尺度は国内外を見ても稀である．しかしながら，
児童の目標設定スキルの実態を把握し，同スキル育成プ
ログラムの有効性を評価するためには，食行動などの健
康行動の形成を含み，教育活動全般に使用できる目標設
定スキル尺度が必要である．そこで本研究では，尺度構
成項目検討やプログラム開発のために，小学生の日常生
活に関する目標設定について調べた上で，小学生を対象
とした目標設定スキル尺度の作成を行い，その併存的妥
当性と信頼性を検討する．

Ⅱ．方 法

１．調査対象
関西２府県の３小学校の５，６年生４１９名（男子１９３名，

女子２２６名）を対象として，２０１６年１０月に質問紙調査を
実施した．
２．調査内容
１）目標設定スキル予備的尺度

筆者らは，小学生が実際に行う目標設定及び達成に向
けての取組み方を把握するために，２０１５年９月，小学６
年生７１名を対象に質問紙調査Ⅰを実施した．調査では，
児童が夏休みにおいて設定した目標と，その達成に向け
ての取組について問うた．具体的には，「設定した目標
の内容」「達成・不達成の判断の理由」「目標の選定基準」
「達成のための工夫」「達成状況の確認方法」「目標設定
についてどう思うか」「達成の可否」「目標設定の頻度」
について回答を求めた．さらに，同時期に同対象に対し
て，目標設定や取組における適切性に対する判断力を調
べるために，体育の授業「かけあし」に関する目標設定，
及び達成に向けての取組の事例を提示し，その適切性を
児童に問うた（質問紙調査Ⅱ）．

加えて，質問紙調査では得られなかった学習を含む生
活全般に関する目標達成に向けた取組や工夫についての
詳細なプロセスを把握するために，小学６年生４名を対
象に２０１６年２月，フォーカスグループインタビューを実
施した．フォーカスグループインタビューでは，「計画
の立て方」「遂行の仕方や工夫」などを詳細にインタ
ビューした．これら実態把握調査の結果及び小学生の目
標設定スキル育成のための指導の流れを示したJKYBプ
ログラム１０），GOAL９），NHES１１）をもとにして予備的尺度
項目を作成した．具体的構成内容は，「目標設定の方法
（６項目）」「目標達成に向けた工夫（１０項目）」「達成へ
の意志（６項目）」とした．
２）レジリエンス尺度

目標設定スキルとの関連もみられた石毛らの中学生用
レジリエンス尺度を使用した２０）．小学校教員３名により
項目内容が小学校高学年の発達段階に応じているか検討
して使用した．下位因子は，問題を粘り強く解決しよう
とする「意欲的活動性（１０項目）」，困難に際して他者に
相談をする「内面共有性（６項目）」，物事をポジティブ
に捉えようとする「楽観性（３項目）」の３因子からな
る２０）．
３）児童のself-control尺度

庄司の児童のself-control尺度を使用した．本尺度は小
学生を対象としたセルフコントロールを測定するための
尺度であり，２０項目１因子で構成されている２３）．
４）児童用一般性セルフエフィカシー尺度

日常生活の様々な状況におけるセルフエフィカシーは
一般性セルフエフィカシーとされる．福井らが開発した
児童用一般性セルフエフィカシー尺度を用いた２６）．下位
因子は「安心感（９項目）」，「チャレンジ精神（９項目）」
の２因子である２６）．
３．分析方法

目標設定スキルの項目について，重み付けのない最小
２乗法により因子分析を行い，下位因子を抽出した．そ
して，探索的因子分析で得られた因子構造の適合度を確
認するため，検証的因子分析を実施した．さらに，下位
因子ごとのクロンバックのα係数を算出した．妥当性の
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検討では目標設定スキルの併存的妥当性を検討するため
に，他尺度との相関係数を測定した．使用尺度はレジリ
エンス尺度２０），児童のself-control尺度２２），児童用一般性
セルフエフィカシー尺度２６）とした．また，目標設定スキ
ル尺度の性差や学年差を検討するために，対応のない２
要因分散分析を行った．
４．倫理的配慮

調査協力校の学校長及び学級担任には研究目的，方法
等を書面により説明した．その際，研究協力は児童の自
由意思により決定し，拒否できること，記入途中でも中
止できること，データ処理に関して，匿名化するため個
人特定はできないことを説明した．予備調査である質問
紙調査Ⅰ，Ⅱ及び本調査で使用した質問紙調査票には，
学校名と氏名は記入せず，学年，クラス，出席番号及び
性別を記入した．出席番号の記入は，学級担任が各児童
の回答状況及び内容を把握したいと希望したことによる
が，データ化する際には個人特定ができないように，出
席番号を無作為にコード化した．FGI調査の内容は録音
し，個人情報を除いた上で逐語録を作成した．調査実施
日時については，学級担任が，児童及び担任の負担の少
ない日時を選択した．調査は学級担任及び研究実施者が
行った．その際，成績に関わらないこと，調査への協力
や記入の中止は自由であること，個人が特定されないよ
うに扱うことを児童に口頭で説明した．

Ⅲ．結 果

１．実態把握のための予備調査結果
質問紙調査Ⅰにおける主要な結果としては，児童が宿

題や生活習慣の改善等について目標設定し，多くが達成
できたとするも，目標設定の工夫や達成の判断理由の具
体性は低かった．一方，達成のための工夫は計画立案，
意志，友人と一緒に実施などが挙げられた．また，目標
設定の意義は認めるものの，設定の頻度は「たまに」が
多かった．質問紙調査Ⅱでは，例示された目標の難易度
の高さについて指摘する回答を得た．また，目標達成の
ための工夫として，「目標を達成した姿をイメージする」
「毎日の練習を記録し，振り返る」などが良いと認識し
ており，適切な行動を評価できている．その後実施した
フォーカスグループインタビューでは，「計画を紙に書
く」とした児童は一人で，その児童は「達成度等も計画
を見て振り返る」と述べていた．目標達成に向けての工
夫については様々な回答を得た．計画を立てること，取
組んだ内容を記録すること，苦手な課題に集中的に取組
む等，小学生なりの工夫が挙げられた．以上の結果を踏
まえて，質問項目を検討した．
２．目標設定スキルに関する項目の探索的因子分析の結果

回転は指定せず重み付けのない最小２乗法による因子
分析を実施した．固有値は第１因子から順に５．８９８，
１．９５８，１．６１９，１．４８２，０．９９１であり，第４因子と第５因
子の間の固有値の差が特に大きかった．そこで，因子の

固定数を４として重み付けのない最小２乗法によるプロ
マックス回転を実施した．その結果，共通性が著しく低
い項目はなかったが，因子負荷量が．４０を満たしていな
かった５項目を省いて分析を進めた．３回目の因子分析
も２回目と同様の手法により実施した（表１）．

第１因子は「Q２０ 目標を達成できなかったときは，
もう一度ちょうせんする」や「Q８ 目標をよく意識し
て生活するようにする」など目標達成への思いや強い意
志に関する項目で構成されており，「達成への意志（８
項目）」とした．第２因子は「Q４ 目標の達成に向け
ての計画を立てる」や「Q１３ 目標に向けて取り組んで
いることをできるだけ書いておく」など計画についての
項目で構成されているため，「達成への計画（４項目）」
とした．第３因子は項目全てが相談に関しており，「周
囲への相談（３項目）」とした．第４因子は「Q１ 目
標を立てるときは，少しがんばれば達成できそうな目標
にする」や「Q１８ 目標達成が難しいとわかったときは，
目標を少し下げて取り組む」の目標設定と目標の再設定
の項目であり，「柔軟な目標設定（２項目）」とした．
３．信頼性及び妥当性

目標設定スキル尺度全体はα＝．８１４，第１因子「達成
への意志」はα＝．８３３，第２因子「達成への計画」は
α＝．７１３，第３因子「周囲への相談」はα＝．７０３，第４
因子「柔軟な目標設定」はα＝．５２９となった．

目標設定スキルと他の尺度との相関については，レジ
リエンスとは強い正相関（r＝．６７３），セルフコントロー
ルとは中程度の正相関（r＝．４７４），セルフエフィカシー
とは弱い正相関（r＝．３１８）がみられた（表２）．目標設
定スキルと他の尺度の下位因子との相関については，レ
ジリエンスの下位因子である「意欲的活動性」とは強い
正相関（r＝．６８４），同「内面共有性」（r＝．４９１）及びセ
ルフエフィカシーの下位因子である「チャレンジ精神」
とは中程度の正相関（r＝．５５０）がみられた．また，レジ
リエンスの下位因子である「楽観性」とは弱い正相関
（r＝．３５７）がみられた．

次に，目標設定スキルの下位因子との相関については，
目標設定スキルの下位因子である「達成への意志」は，
セルフコントロール（r＝．５２０），レジリエンス（r＝．６６１），
レジリエンスの「意欲的活動性（r＝．７２４）」「内面共有
性（r＝．４１２）」，セルフエフィカシーの「チャレンジ精
神（r＝．６１０）」と強～中程度の正相関，セルフエフィカ
シー（r＝．３９７），レジリエンスの「楽観性（r＝．３４６）」
とは弱い正相関がみられた．「達成への計画」は，レジ
リエンス（r＝．４３８），及び同下位因子の「意欲的活動性
（r＝．４５５）」，セルフエフィカシーの「チャレンジ精神
（r＝．４１８）」と中程度の正相関がみられ，セルフコント
ロール（r＝．３１７），レジリエンスの「内面共有性（r
＝．３０９）」「楽観性（r＝．２２８）」とは弱い正相関がみられ
た．「周囲への相談」はレジリエンス（r＝．３２６），及び
同下位因子の「意欲的活動性（r＝．２５６）」「内面共有性
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（r＝．３５５）」と弱い正相関がみられた．
４．検証的因子分析

目標設定スキル尺度の４因子構造としての適合度を検
討するために，検証的因子分析を行った（図１）．４因
子からそれぞれ該当する項目が影響を受け，因子間に共
分散を仮定したモデルで分析を行ったところ，適合度指
標はGFI＝．９１９，AGFI＝．８９１，RMSEA＝．０６１，AIC＝
３７２．２１１であった．

５．性差及び学年差
目標設定スキルについて，性と学年を独立変数とした

２要因分散分析を行なった結果（表３），性の主効果（F
（１，４１７）＝１．３０，n.s.）及び学年の主効果（F（１，４１７）＝．１２２，
n.s.）は認められなかったが，交互作用は有意であった
（F（１，４１７）＝３．４６，p＜．０５）．単純主効果の検定の結果，
男子及び女子における学年の単純主効果（順にF（１，４１７）
＝１．０４，n.s.：F（１，４１７）＝２．６８，n.s.），５年生における

表１ 探索的因子分析及び信頼性検証結果

質 問 項 目
因 子

１ ２ ３ ４

第１因子「達成への意志」 α＝．８３３

２１ 目標を達成できなかったときは，あきらめる． －．８０５ ．２６０ －．００７ ．１３４
２０ 目標を達成できなかったときは，もう一度ちょうせんする． ．７００ －．０５９ ．０４４ －．０６２
９ 目標の達成への取り組みをねばり強く続ける． ．６９７ ．１１１ －．０１６ －．０５７
２２ 目標を達成できなかったときは，はんせいする気持ちが起こらない． －．５８０ ．１３０ －．０７１ ．０２４
１０ 「自分にはできる」と信じて，目標の達成へと取り組む． ．４６２ ．２３４ －．０３２ ．０３７
８ 目標をよく意識して生活するようにする． ．４５９ ．３２８ ．００８ ．１５２
７ 目標を立てたら，目標に関係することを先に行う． ．４１３ ．３３０ －．０１３ ．１１６
６ 目標を立てることは面倒である． －．４０８ －．１９１ ．０７３ －．０１３

第２因子「達成への計画」 α＝．７１３

５ 目標の達成に向けての計画を書いておく． －．１８４ ．８１２ ．０８６ －．０９０
４ 目標の達成に向けての計画を立てる． ．０８０ ．６９３ －．０７３ －．０３８
１３ 目標に向けて取り組んでいることをできるだけ書いておく． －．１３１ ．６１３ ．０７０ －．０６４
３ 目標を立てるときは，いつまでに達成するか決めておく． ．０８２ ．４４０ ．００１ ．０２２

第３因子「周囲への相談」 α＝．７０３

１６ 目標への取り組みにおいて，とても困ったときは周りの人に相談する． ．０７５ －．００８ ．８５７ ．０９２
１７ 目標への取り組みにおいて，上手くいかないことが続いても，周りの人に相談はしない． ．００５ －．０２１ －．７０５ ．０８１
１５ 目標を達成するやり方を周りの人に相談する． －．０１２ ．０８３ ．４６９ ．００２

第４因子「柔軟な目標設定」 α＝．５２９

１ 目標を立てるときは，少しがんばれば達成できそうな目標にする． －．０４２ －．１２５ －．０１８ ．７９５
１８ 目標達成が難しいとわかったときは，目標を少し下げて取り組む． －．１３２ －．００７ ．０２０ ．４４９

因子間相関 １ ２ ３ ４

１．達成への意志 ― ．６０ ．３０ ．１５
２．達成への計画 ― ．３１ ．２２
３．周囲への相談 ― ．１９
４．柔軟な目標設定 ―

表２ 目標設定スキル及び下位因子に対する各尺度・因子の相関係数

SC RS SE

全体 意欲的活動性 内面共有性 楽観性 全体 安心感 チャレンジ精神

目標設定スキル全体 ．４７４＊＊ ．６７３＊＊ ．６８４＊＊ ．４９１＊＊ ．３５７＊＊ ．３１８＊＊ ．０２７ ．５５０＊＊

達成への意志 ．５２０＊＊ ．６６１＊＊ ．７２４＊＊ ．４１２＊＊ ．３４６＊＊ ．３９７＊＊ ．０９７＊ ．６１０＊＊

達成への計画 ．３１７＊＊ ．４３８＊＊ ．４５５＊＊ ．３０９＊＊ ．２２８＊＊ ．２２５＊＊ －．００４ ．４１８＊＊

周囲への相談 ．１１４＊ ．３２６＊＊ ．２５６＊＊ ．３５５＊＊ ．１４８＊＊ ．０５７ －．０５５ ．１７３＊＊

柔軟な目標設定 ．１０５＊ ．１１７＊ ．０６８ ．１１９＊ ．１３１＊＊ －．０７４ －．０５３ －．０７１
＊＊p：＜．０１ ＊p：＜．０５ SC：セルフコントロール RS：レジリエンス SE：セルフエフィカシー

１４３筆野ほか：小学校高学年を対象とした目標設定スキル尺度の開発



性の単純主効果（F（１，４１７）＝．３０４，n.s.）は有意ではな
かった．その一方で，６年生における性の単純主効果
（F（１，４１７）＝３．９０，p＜．０５）は有意であり，６年生女
子の方が同男子に比べて得点が高かった．

Ⅳ．考 察

１．信頼性及び妥当性
目標設定スキルは，因子分析の結果から４因子構成と

なり，「達成への意志」「達成への計画」「周囲への相談」
はいずれもα係数が．７０以上であったが，「柔軟な目標設

定」はα＝．５２９と低い値となった．また，４因子構造の
適合度は，GFI＝．９１９，AGFI＝．８９１，RMSEA＝．０６１で
あり，GFI, AGFI≧．９０，RMSEA≦．０５に近い値であり，
ある程度の適合度指標が得られたと判断できる．しかし
ながら，「柔軟な目標設定」については，２項目と少な
くなったことが一因かもしれないが，α係数が低かった．

併存的妥当性については，目標設定スキルは，セルフ
エフィカシーとは弱い正の相関に留まったものの，セル
フコントロール，レジリエンス，セルフエフィカシーの
３つの尺度とは，仮説通りある程度以上の正相関が認め
られた．特にレジリエンスとの相関はr＝．６７３であり強
かった．

目標設定スキルの下位因子については，第１因子「達
成への意志」は，レジリエンス，セルフコントロール，
及び下位因子「意欲的活動性」「チャレンジ精神」など
と強い正の相関が見られた．「意欲的活動性」は粘り強く
物事を解決しようとする自立的な傾向であり２０），「チャ
レンジ精神」は前向きに物事に取組もうとする気概であ
る２６）．あきらめず粘り強く取組み，再挑戦するなどの項
目と関連が強い「達成への意志」について，上記のよう
な関連性が示されたことは当然と考えられる．

第２因子「達成への計画」についても，第１因子「達

図１ 検証的因子分析結果

表３ 学年・男女別の目標設定スキル得点及び分散分析結果

M SD 単純主効果

５年全体
男子
女子

４６．６
４６．９
４６．３

９．１６
９．０８
９．２５

６年全体
男子
女子

４７．１
４５．５
４８．２

８．９３
９．１２
８．６５

F（１，４１７）＝３．９０，p＜．０５

男子全体
女子全体

４６．３
４７．１

９．１０
９．０２

１４４ 学校保健研究 Jpn J School Health６１；２０１９



成の意志」の場合より相関がやや弱いながらも，同様に，
レジリエンス，「チャレンジ精神」と「意欲的活動性」
等と中程度の正の相関があった．「チャレンジ精神」は
「目標を立ててもその通りできない（反転項目）」など，
計画や目標への積極性に関する項目と関連が強く２６），
「達成への計画」との有意な関連は理解できる．また同
様の関連性は，島本らが開発した日常生活スキル尺度に
おいても認められる２７）．同下位因子「計画性」には，「先
を見通して計画を立てることができる」など計画や期限
設定に関する項目が含まれている２７）．この「計画性」は，
生活の満足や充実感を測定する，生きがい感尺度におけ
る下位因子「意欲」と弱い正相関が確認されている２７）２８）．
この下位因子「意欲」は「私は何事にも積極的に取り組
んでいこうとします」などの前向きさに関する項目を含
んでいる２８）．よって，本研究における「意欲的活動性」
と「達成への計画」との関連は妥当と言える．

第３因子「周囲への相談」は，レジリエンス，同下位
因子「内面共有性」と弱い正相関が認められた．「内面
共有性」は困難を乗り越えるために自己を開示して他者
と気持ちを共有する因子である２０）．また，困難が生じて
も相談して乗り越えようとする行為とも言える「周囲へ
の相談」は「意欲的活動性」とも弱い正相関がみられた．
このような関連性から，「周囲への相談」が自立性の欠
如や消極性を示すものではなく，逆に粘り強さや積極性
に関わるものであることがわかる．

一方，第４因子「柔軟な目標設定」はいずれの因子と
もほとんど相関がみられなかった．その理由は，信頼性
の低さにあるのか，本質的に他尺度と相関性が低いこと
によるのか，現段階では不明である．しかしながら，目
標達成のためのプログラムであるGOALにおいても目標
設定は大切な要素とされており１１），NHESにおいても，
現実的な目標設定は習得すべき項目として取り扱われて
いる９）．よって，「柔軟な目標設定」については，内容を
検討し，項目数を増やすなどして今後改訂する．

以上のような課題が残るものの，目標設定スキルは，
尺度全体のみならず，下位因子も，レジリエンスなどの
尺度や下位因子と有意な関連が見られ，目標設定スキル
尺度全体の妥当性は確認できたと判断できる．
２．目標設定スキル尺度の構成内容

目標設定スキルとその下位因子は，レジリエンスの下
位因子「楽観性」とは弱い正の相関しか確認できず，セ
ルフエフィカシーの下位因子「安心感」とは相関は認め
られなかった．目標設定や目標達成へ向けた取組みは一
種の前向きな行為ではあるが，楽観性や安心感等の「な
んとかなる」「大丈夫」といったある種の心の持ちよう
とは関連が弱かった．また，認知的要素が強いと考えら
れる「達成への計画」についても，レジリエンス，「意
欲的活動性」「チャレンジ精神」などと正相関がみられ
た．一方，目標設定スキルはセルフコントロールとも正
相関を示しており，「意欲的活動性」「チャレンジ精神」

などの粘り強さなどを含んだ力強い前向きさに近い特性，
及び自己抑制的な特性から構成されていることが暗示さ
れた．さらに，目標設定スキルは，「周囲への相談」の
みならず，「達成への意志」「柔軟な目標設定」「達成へ
の計画」もレジリエンスの「内面共有性」と関連してお
り，目標設定スキルについて指導する際には，自己の努
力や工夫を求めるだけでなく，他者との繋がりの意識化，
相談の重要性についても指導を行う必要があると考える．
３．本研究の課題

今後は，「柔軟な目標設定」に関する項目を改善し，
信頼性及び妥当性の高い尺度に改訂する必要がある．ま
た，本尺度を用いた実践研究の展開が期待される．筆者
らは小学校高学年を対象とした目標設定スキル育成のた
めのプログラムを開発し実践を進めており，その評価指
標の一つとして本尺度を用いる予定である．
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Background: According to the revision of the course of study and the results of a national survey in recent
years, ingenuity of teaching methods is required to aim for the improvement of health education classes in
Japan.
Objective: The purpose of this study was to clarify the situation of team-teaching（TT）in health education
classes among Yogo teachers from three stages: preparation, instruction and evaluation. We also examined
the consciousness of participation in TT of Yogo teachers and factors of their consciousness such as motiva-
tion and expectations.
Methods: A survey was conducted with all Yogo teachers of public elementary schools and public junior
high schools in four prefectures, using an anonymous self-administered questionnaire from October to No-
vember２０１４.９１３Yogo teachers of elementary schools and４２５of junior high schools responded.
Results: The rate of Yogo teachers who instructed health education classes as team teachers was ４６．８％ in
elementary schools and２９．６％ in junior high schools in２０１３. The main reason of non-participation in health
education classes as a team teacher was“because it wasn’t requested from the teacher in charge”. The an-
swers of“because of giving priority to Yogo teacher’s work”,“because I didn’t understand the contents of
health education”and“because I didn’t have enough confidence or motivation to instruct”also stood out. As
for the participation rate in the evaluation stage, Yogo teachers who participated in criterion-referenced
evaluation for each viewpoint were ６．６％ in elementary schools and ３．１％ in junior high schools. For the
stage of preparations, each of the ３ sub-category preparation items had different rates, and the totals were
３４．６―７８．７％ in elementary schools and ２２．１―６６．４％ in junior high schools.“Offer material and data”had a
relatively high rate, but“making teaching materials”and“making drafts of educational guidelines”had low
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Ⅰ．緒 言

今日の我が国における児童生徒の健康課題は，社会状
況や生活環境等の変化により，生活習慣の乱れ，メンタ
ルヘルスの不調，アレルギー疾患，感染症など多様にみ
られ，深刻化しているものが目立つ．そうした中で，児
童生徒が生涯にわたって心身の健康を保持増進する資
質・能力の育成を目指す保健授業（小学校体育科保健領
域，中学校保健体育科保健分野，高等学校保健体育科科
目保健）が果たす役割への期待は，ますます高まっている．

保健授業の実態をみると，野津ら１）が全国調査の結果
から，児童生徒の学習内容の習得状況が良好でなかった
り，学習意欲が必ずしも十分でなかったりすることなど
を報告している．児童生徒の心身の健康を保持増進する
資質・能力の向上が一層求められている中で，こうした
実態は改善される必要がある．そのためには，担当する
教師が授業において指導方法を工夫することが重要なも
のの一つと考えられる．

授業において，指導方法は学習の目標や内容を踏まえ
て適切に選択されるべきものである．すなわち，ある特
定の指導方法が普遍的に優れているというものではなく，
実践されるそれぞれの授業の目標や内容に基づいて多様
に工夫することが，児童生徒の資質・能力の育成におい
て不可欠となる２）．そうした指導の工夫の一つとして，
ティーム・ティーチング（Team Teaching，以下TT）
が挙げられる．TTとは「教師がチームを組んで協力し
て子どもの指導に当たるとする指導方式」３）のことである．
今日の学校教育におけるTTの意義については，高度化，
複雑化，多様化した学習内容が位置付けられている中で，
個に応じた教育の一つとして重要であると考えられる４）．
平成２０，２１年に改訂された学習指導要領の総則をみても，
学習効果を高めるための指導の工夫として，TTなどの
「教師間の協力的な指導」５）－７）が例示されている．さらに，
平成２９，３０年に改訂された新しい学習指導要領の総則に
おいても「教師間の協力による指導体制を確保するこ

と」８）－１０）が引き続き求められている．
保健授業においても，TTの活用が望まれている．保

健授業は，小学校では主に学級担任が，中学校および高
等学校では主に保健体育科教諭が指導を担当するもので
あるが，平成１０，１１年改訂の学習指導要領の解説におい
て，「地域や学校の実情に応じて養護教諭や学校栄養職
員など専門性を有する教職員等の参加・協力を推進する
こと」１１）－１３）が示され，こうしたTTの活用は平成２０，２１年
の改訂においても引き継がれた．さらに平成２９，３０年の
改訂においては，TTの活用に関して，小学校の学習指
導要領の解説では「地域の人材」が，中学校および高等
学校では同様に「保健・医療機関等の参画」が加わり，
TTの活用が一層求められることになったと言える．

そうした中で養護教諭は，学校保健の専門性を有する
教職員としてすべての学校に配置されることになってお
り，保健授業のTTを担う者として最も身近で強力な存
在であると期待される．養護教諭が学級担任や保健体育
科教諭と連携し，TTによって保健授業に参画すること
については，中央教育審議会答申「子どもの心身の健康
を守り，安全・安心を確保するために学校全体としての
取組を進めるための方策」（平成２０年）において強調さ
れた．高等学校の保健体育科教諭を対象とした調査では，
養護教諭とのペアでTTを実施することが多い状況が報
告されており１４），養護教諭の有する養護に関する専門的
な知識等を保健授業の充実に役立てることが大きく期待
されている．例えば，健康観察や健康診断等の結果を授
業で活用したり，保健室での個別指導で捉えた課題を踏
まえたりすることなどが考えられる１５）．なお，教育職員
免許法附則の一部改正（平成１０年）により，３年以上勤
務経験のある養護教諭は，その勤務する学校の保健授業
を担当できる教諭又は講師を兼務できる兼職発令の制度
ができた．しかし，養護教諭には児童生徒の傷害や疾病
等の対応，保健室登校の対応，保健指導，健康相談等の
様々な職務がまずは期待されている中で，兼職発令を受
けることは難しい面もあると指摘されている１６）１７）．した

rates. The motivation of the participation in TT was high in the stage of preparations and implementation.
‘Expectations’, which is strengthened by participation in TT, was high in all stages. On the whole, it showed
that such high motivation was an important factor to encourage participation in TT.
Conclusion: It was suggested that the general situation of Yogo teachers’participation in TT in health educa-
tion classes was insufficient, so further participation was expected. To encourage Yogo teachers’participation
in TT in health education classes, it is important to improve the consciousness of elementary school teachers
and junior high school PE teachers to utilize TT during in-service training, to encourage more teaching staff
member’s mutual understanding inside each school and the maintenance of a staff support system, and to in-
crease consciousness of understanding and participation of the state of TT of health education classes among
Yogo teachers.

Key words: health instruction, teaching method, health and physical education teacher, class-
based teacher, school
保健授業，指導方法，保健体育科教諭，学級担任，学校
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がって，兼職発令として保健授業を担当するというより
も，TTとして参画することがより実態に即していると
考えられる．

ところで，我が国におけるTTに関する先行知見をみ
ると，児童生徒の学習指導の場面である授業の実施段階
のみを捉えているものが多い１８）１９）．一方で高浦２０）は，授
業の実施段階を捉えるだけではなく，実施前の準備や実
施後の評価も含めてTTとして捉えている．授業は，計
画，実践，評価という一連の活動が繰り返されながら，
よりよい指導が目指されていくものであることから，こ
うした考え方は，TTのあり方を検討する上で重要であ
ると思われる．

本研究では，保健授業における指導の工夫の一つであ
るTTの充実に資するために，養護教諭における保健授
業のTTへの参画状況について，授業の準備段階，実施
段階，評価段階の３つの視点から明らかにすることを目
的とした．また，養護教諭において，TTへの参画に影
響する意識の状況を把握し，そうした意識に関わる要因
について検討した．

Ⅱ．方 法

１．調査方法
２０１４年１０月～１１月に，郵送法による無記名自記式の質

問紙調査を実施した．調査の対象は，機縁法により，東
北，関東，北陸，四国の各地域から１県（Ａ県，Ｂ県，
Ｃ県，Ｄ県）の計４県におけるすべての公立小学校およ

び公立中学校に勤務する養護教諭とした．配布した調査
票は，小学校１，４２２部，中学校６４７部であった．回収した
調査票は，小学校９１６部（回収率６４．４％），中学校４２８部
（同６６．２％）であった．

そのうち解析対象数は，養護教諭の教員免許状につい
て無回答であった者を除いた，小学校９１３名（有効回答
率９９．７％），中学校４２５名（同９９．３％）とした（表１）．

調査にあたっては，調査票の表紙に調査の目的や倫理
面への配慮についての説明を記述し，協力を依頼した．
なお，本調査は，筑波大学体育系研究倫理委員会の承認を
得て実施された（課題番号：体２６―２６，２０１４年８月２５日）．
２．調査内容

保健授業におけるTTへの参画状況については，調査
の前年度（平成２５年度）における準備段階，実施段階，
評価段階のそれぞれに関して尋ねた．また，実施段階に
ついては，保健授業をTTとして担当しなかった者にお
けるその理由（複数回答）を尋ねた．この理由について
は，「管理職や他の教職員に関わる事項（２項目）」，「保
健学習の担当教員に関わる事項（２項目）」，「養護教諭
の職務に関わる事項（２項目）」，「養護教諭自身に関わ
る事項（３項目）」を設定した．

保健授業におけるTTへの参画に対する意識について
は，参画の意欲（以下，「参画の意欲」）と参画した際の
期待される効果（以下，「効果の期待」）で把握した．「参
画の意欲」については，授業の準備段階，実施段階，評
価段階について各１項目ずつ作成した．「効果の期待」
については，一般的に養護教諭が保健授業を学級担任ま
たは保健体育科教諭とのTTで行った場合に期待される
効果について，授業の準備段階，実施段階，評価段階に
関する計１２項目を作成した．各項目の回答は，「そう思
う」，「どちらかといえばそう思う」，「どちらかといえば
そう思わない」，「そう思わない」の４件法とした．

保健授業におけるTTへの参画に対する意識に関わる
と考えられる要因として，保健授業の指導に関わる養成
段階および現職研修の状況を設定した．具体的には，
「教育実習等における保健授業の担当」，「保健授業に関
する校内の研修への参加」，「保健授業に関する公的機関
の研修への参加」について尋ねた．この質問項目は，財
団法人日本学校保健会保健学習推進委員会２１）２２）による全
国調査を参考に作成した．
３．分析方法

保健授業におけるTTへの参画状況および参画に対す
る意識について，小学校および中学校の勤務校種別に，
各項目の回答状況を集計した．

保健授業におけるTTへの参画状況と意識との関連，
およびその意識に関連する要因の検討については，調査
の前年度に小学校または中学校に勤務していた者（小学
校８８８名，中学校４０１名）を解析の対象とした．

保健授業におけるTTへの参画状況と意識との関連に
ついては，準備，実施，評価の段階別に，それぞれの段

表１ 解析対象者の属性および勤務校の状況
（％）

小学校
（n＝９１３）

中学校
（n＝４２５）

年齢
２０歳代 １６．２ ９．２
３０歳代 １４．３ １３．９
４０歳代 ２８．９ ２８．２
５０歳代 ３９．６ ４７．５
６０歳代以上 ０．９ １．２

教職経験年数
５年未満 １４．３ ８．２
５年以上１０年未満 ９．７ ８．２
１０年以上２０年未満 １６．３ １３．４
２０年以上 ５９．３ ６９．９

勤務校の児童生徒数
３００人未満 ６６．５ ５５．７
３００人以上５００人未満 １６．３ ２２．３
５００人以上８５１人未満 １３．６ １９．４
８５１人以上 ３．５ ２．４

養護教諭の複数配置
あり ５．９ １０．８
なし ９３．８ ８９．２

１４９片岡ほか：保健授業における養護教諭のティーム・ティーチングの状況



階における参画状況を従属変数，「参画の意欲」および
「効果の期待」を独立変数としたロジスティック回帰分
析を行い，オッズ比および９５％信頼区間を算出した．ま
た，TTの参画状況に関連しうる要因として，年齢，教
職経験年数，勤務校の児童生徒数，養護教諭の複数配置
の状況についても取り上げ，それぞれの段階における参
画状況を従属変数としたロジスティック回帰分析を行っ
た．スコア化は，TTへの参画状況については，「１回関
わった」および「２回以上関わった」を１点，「関わら
なかった」を０点とした．TTへの参画に対する意識の
各項目の回答については，望ましい状況であるほど高得
点を与えた．例えば，「あなたは，学級担任または保体
教諭とのTTで保健授業の指導を担当していきたいです
か」に対して，「そう思う」４点，「どちらかといえばそ
う思う」３点，「どちらかといえばそう思わない」２点，
「そう思わない」１点とした．

また，保健授業におけるTTへの参画に対する意識に
関連する要因については，準備，実施，評価の段階別に，
「参画の意欲」および「効果の期待」と保健授業に関わ
る養成段階および現職研修の状況との相関関係（Spear-
manの順位相関係数）を検討した．

なお，統計上の有意水準は，すべて５％とした．統計
パッケージは，IBM SPSS２２．０J for Windowsを用いた．

Ⅲ．結 果

１．保健授業におけるティーム・ティーチングへの参画
状況
実施段階における参画状況について，調査の前年度に

保健授業をTTとして担当した（「２回以上した」と「１
回した」の回答の合計）養護教諭は，小学校４６．８％，中
学校２９．６％であった（表２）．また準備段階における参
画状況は，内容によって程度が異なり，小学校では「資
料やデータの提供」７８．７％，「教材の作成」５５．２％，「学
習指導案の作成」３４．６％，中学校では「資料やデータの
提供」６６．４％，「教材の作成」３４．８％，「学習指導案の作
成」２２．１％であった．さらに評価段階については，観点
別評価に関与した養護教諭は，小学校６．６％，中学校
３．１％に留まった．

なお，本調査で対象としたＡ～Ｄ県の県別にみると，
実施段階では，小学校および中学校ともにＢ県の養護教
諭の参画状況が有意に高かった．準備段階の３項目では，
小学校および中学校ともに参画状況に有意差は示されな
かった．評価段階では，中学校においてＤ県の養護教諭
の参画状況が有意に高かった．

また，実施段階について，保健授業をTTとして担当
しなかった者におけるその理由（複数回答可）として，
「担当教諭から依頼されなかったから」が小学校および
中学校ともに７６．１％と最も高率であった（表３）．「養護

表２ 保健授業におけるティーム・ティーチングへの参画状況
（％）

小学校（n＝９１３） 中学校（n＝４２５）

内 容 ２回以上した １回した しなかった ２回以上した １回した しなかった

準備段階
資料やデータの提供 ４５．７ ３３．０ ２０．４ ３２．１ ３４．３ ３２．８
学習指導案の作成への関与 １３．７ ２０．９ ６４．６ ８．５ １３．６ ７７．１
教材の作成への関与 ２４．６ ３０．６ ４４．０ １４．４ ２０．４ ６４．２

実施段階 指導の担当 ２８．２ １８．６ ５２．２ ２０．４ ９．２ ６９．２

評価段階 観点別評価への関与 ３．３ ３．３ ９２．５ １．２ １．９ ９６．４

表３ 保健授業をティーム・ティーチングとして担当しなかった理由
（％）

小学校 中学校

管理職の理解・協力が得られなかったから ２．９ ３．７
教職員の理解・協力が得られなかったから ６．６ ６．１
担当教諭から依頼されなかったから ７６．１ ７６．１
担当教諭との人間関係が良好でなかったから ３．４ ６．５
養護教諭の職務に専念したかったから ４０．５ ５２．４
保健室を不在にすることに不安があったから ４２．７ ４６．９
養護教諭自身が保健の内容を十分理解していなかったから ３２．８ ３８．２
養護教諭自身が保健授業を指導する自信がなかったから ４０．９ ４５．６
養護教諭自身が担当する意欲がなかったから ２７．３ ３６．５

「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」の回答の割合の合計
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教諭の職務に専念したかったから」（小学校４０．５％，中
学校５２．４％，以下同様）や「保健室を不在にすることに
不安があったから」（４２．７％，４６．９％）も目立った．一
方で，「養護教諭自身が保健の内容を十分理解していな
かったから」（３２．８％，３８．２％），「養護教諭自身が保健
授業を指導する自信がなかったから」（４０．９％，４５．６％），
「養護教諭自身が担当する意欲がなかったから」（２７．３％，
３６．５％）も少なからずみられた．
２．保健授業におけるティーム・ティーチングへの参画
に対する意識の状況
TTへの「参画の意欲」の各項目について，「そう思う」

と「どちらかといえばそう思う」と回答した養護教諭は，
準備段階では小学校８４．２％，中学校７３．７％と比較的高
かった（表４）．同様に，実施段階では小学校７５．９％，
中学校６１．２％であった．評価段階では小学校２９．６％，中
学校２９．９％と低率であった．

また，「効果の期待」について，「そう思う」と「どち
らかといえばそう思う」と回答した養護教諭は，準備段
階（３項目）では小学校８６．２～９７．０％，中学校８１．１～
９５．６％と多くみられた．特に，「保健授業の指導に向け
て，よりよい教材を工夫できる」と思う養護教諭は小学
校９７．０％，中学校９４．４％と高率であった．同様に，実施
段階（７項目）では小学校８４．９～９３．２％，中学校８６．８～
９３．４％であった．例えば，「児童生徒の学習内容の理解
をより深めることができる」，「児童生徒の学習意欲をよ
り高めることができる」，「実験・実習を取り入れた学習
をより効果的に展開できる」などにおいて高率であった．
また評価段階（２項目）においても，「多様な評価方法
を用いて，より適切に評価できる」が小学校６９．８％，中
学校７０．２％，「授業の評価に基づいて，次の学習指導に

生かすことができる」が小学校７８．０％，中学校７７．８％で
あることが示された．
３．保健授業におけるティーム・ティーチングへの参画
状況と属性および意識との関連
ロジスティック回帰分析の結果，TTへの参画状況と

属性との関連については，小学校では，年齢の高さや勤
続年数の長さが実施段階および評価段階の参画状況と関
連することが示された（表５）．中学校では，年齢の高
さ，勤続年数の長さおよび勤務校の生徒数の多さが，準
備段階および実施段階の参画状況と関連することが示さ
れた．

また，TTへの参画状況と意識との関連については，
小学校では，準備段階および実施段階の参画状況に対し
ては，「参画の意欲」および「効果の期待」がともに有
意のオッズ比を示した（表６）．評価段階の参画状況に
対しては，「参画の意欲」が有意のオッズ比を示した．
中学校では，準備段階，実施段階および評価段階の参画
状況に対して，「参画の意欲」が有意のオッズ比を示した．
４．保健授業におけるティーム・ティーチングに対する
意識に関連する要因
小学校では，準備段階については，「参画の意欲」と

「効果の期待」に対して「教育実習等における保健授業
の担当」，「保健授業に関する校内の研修への参加」およ
び「保健授業に関する公的機関の研修への参加」が有意
の正の相関を示した（表７）．しかし，相関係数は．０７～．１６
といずれも低値であった．

中学校では，実施段階については，「参画の意欲」と
「効果の期待」に対して，「保健授業に関する校内の研
修への参加」が有意の正の相関を示した．しかし，相関
係数は．１７～．１８と低値であった．なお，準備，実施，評

表４ 保健授業におけるティーム・ティーチングへの参画に対する意識
（％）

内 容 小学校 中学校

「
参
画
の

意
欲
」

準備段階 保健授業の準備に関わっていきたい ８４．２ ７３．７

実施段階 学級担任または保体教諭とのＴＴで保健授業の指導を担当していきたい ７５．９ ６１．２

評価段階 保健授業における評価に関わっていきたい ２９．６ ２９．９

「
効
果
の
期
待
」

準備段階
保健授業の指導に向けて，よりよい資料やデータの収集ができる ９６．６ ９５．６
保健授業の指導に向けて，よりよい学習指導案を作成できる ８６．２ ８１．１
保健授業の指導に向けて，よりよい教材を工夫できる ９７．０ ９４．４

実施段階

課題に応じたグループ活動を用いた学習をより効果的に展開できる ８５．９ ８７．８
課題解決的な学習をより効果的に展開できる ８４．９ ８６．８
実験・実習を取り入れた学習をより効果的に展開できる ９０．３ ９２．５
個に応じた学習をより効果的に展開できる ８５．４ ８８．３
児童生徒の学習意欲をより高めることができる ９３．０ ９１．５
児童生徒の学習内容の理解をより深めることができる ９３．２ ９３．４
児童生徒が考えたり判断したりする学習をより促すことができる ８５．８ ８６．９

評価段階
多様な評価方法を用いて，より適切に評価できる ６９．８ ７０．２
授業の評価に基づいて，次の学習指導に生かすことができる ７８．０ ７７．８

肯定的な回答（「そう思う」と「どちらかといえばそう思う」の合計）の割合

１５１片岡ほか：保健授業における養護教諭のティーム・ティーチングの状況



表５ 保健授業におけるティーム・ティーチングへの参画状況と属性との関連

従属変数 独立変数
小 学 校 中 学 校

OR ９５％CI P値 OR ９５％CI P値
準備段階の参画
（資料やデータ
の提供）

年齢
２０歳代 １．０００ ― ― １．０００ ― ―
３０歳代 １．３９９ ．７２４―２．７０４ ．３１８ １．６４４ ．６３９―４．２３２ ．３０２
４０歳代 １．１４２ ．６６７―１．９５４ ．６２８ １．５１４ ．６４２―３．５６７ ．３４３
５０歳代以上 １．１０５ ．６６２―１．８４４ ．７０２ １．２４０ ．５５２―２．７８６ ．６０２

教職経験年数
５年未満 １．０００ ― ― １．０００ ― ―
５年以上１０年未満 １．６２５ ．７５５―３．４９７ ．２１４ １．３６１ ．４６７―３．９６３ ．５７２
１０年以上２０年未満 １．５００ ．８０２―２．８０７ ．２０５ １．３９４ ．５００―３．８８９ ．５２５
２０年以上 １．２７９ ．７７２―２．１１９ ．３３８ １．２８９ ．５４７―３．０４１ ．５６２

勤務校の児童生徒数
３００人未満 １．０００ ― ― １．０００ ― ―
３００人以上５００人未満 １．３０１ ．８０４―２．１０８ ．２８４ １．４４５ ．８４６―２．４６９ ．１７８
５００人以上８５１人未満 １．８９９ １．０４９―３．４３８ ．０３４ ．６３７ ．３７９―１．０７１ ．０８９
８５１人以上 ．８１１ ．３３９―１．９４４ ．６３９ ２．７２７ ．５７５―１２．９４２ ．２０７

養護教諭の複数配置
複数配置ではなかった １．０００ ― ― １．０００ ― ―
複数配置であった ．９１９ ．４３４―１．９４９ ．８２６ １．０７２ ．５７８―１．９８７ ．８２６

準備段階の参画
（学習指導案の
作成への関与）

年齢
２０歳代 １．０００ ― ― １．０００ ― ―
３０歳代 １．０８８ ．６４５―１．８３７ ．７５１ ．４８６ ．１５５―１．５２３ ．２１６
４０歳代 １．１３０ ．７２４―１．７６３ ．５９０ ．６１７ ．２２８―１．６６６ ．３４１
５０歳代以上 ．９００ ．５８５―１．３８２ ．６２９ ．６１２ ．２４１―１．５５６ ．３０３

教職経験年数
５年未満 １．０００ ― ― １．０００ ― ―
５年以上１０年未満 １．１１８ ．６１２―２．０４０ ．７１７ ．４５７ ．１２１―１．７２１ ．２４７
１０年以上２０年未満 ．８４０ ．５０１―１．４０７ ．５０７ ．６１３ ．１８４―２．０４３ ．４２５
２０年以上 ．８６４ ．５６２―１．３２９ ．５０６ ．６０７ ．２２８―１．６１５ ．３１８

勤務校の児童生徒数
３００人未満 １．０００ ― ― １．０００ ― ―
３００人以上５００人未満 １．００９ ．６０９―１．４７５ ．９６４ １．１０６ ．５９４―２．０５９ ．７５１
５００人以上８５１人未満 １．３７９ ．９２２―２．０６３ ．１１８ ．４７８ ．２１３―１．０７１ ．０７３
８５１人以上 ．８０３ ．３５９―１．７９６ ．５９３ ２．４５７ ．６８６―８．８００ ．１６７

養護教諭の複数配置
複数配置ではなかった １．０００ ― ― １．０００ ― ―
複数配置であった １．０４６ ．５６３―１．９４２ ．８８７ １．３５８ ．６５７―２．８０５ ．４０９

準備段階の参画
（教材の作成へ
の関与）

年齢
２０歳代 １．０００ ― ― １．０００ ― ―
３０歳代 ．７８７ ．４７１―１．３１５ ．３６０ ．５２４ ．２０４―１．３４４ ．１７９
４０歳代 ．９４８ ．６１０―１．４７３ ．８１２ ．４３９ ．１８５―１．０４１ ．０６２
５０歳代以上 ．７８５ ．５１６―１．１９６ ．２６０ ．４６３ ．２０５―１．０４２ ．０６３

教職経験年数
５年未満 １．０００ ― ― １．０００ ― ―
５年以上１０年未満 ．９７９ ．５３５―１．７９３ ．９４６ ．８７３ ．３０６―２．４９３ ．７９９
１０年以上２０年未満 ．８１７ ．４９１―１．３６１ ．４３８ ．３１２ ．１０６―．９１６ ．０３４
２０年以上 ．７９１ ．５１５―１．２１６ ．２８６ ．４６４ ．１９７―１．０９３ ．０７９

勤務校の児童生徒数
３００人未満 １．０００ ― ― １．０００ ― ―
３００人以上５００人未満 １．２５６ ．８６５―１．８２２ ．２３１ ．９２９ ．５４８―１．５７４ ．７８５
５００人以上８５１人未満 １．２２０ ．８１３―１．８２９ ．３３７ ．３６７ ．１９０―．７０８ ．００３
８５１人以上 ．７３７ ．３５０―１．５５６ ．４２４ ３．３０８ ．９３８―１１．６７２ ．０６３

養護教諭の複数配置
複数配置ではなかった １．０００ ― ― １．０００ ― ―
複数配置であった ．９３２ ．５１０―１．７０５ ．８２０ ．９２９ ．４８７―１．７７２ ．８２２
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価のいずれの段階についても，「参画の意欲」および「効
果の期待」と「教育実習等における保健授業の担当」と
の間で有意の相関は示されなかった．

Ⅳ．考 察

まず，養護教諭の保健授業におけるTTへの参画状況
について述べる．本研究では，児童生徒の学習指導に直
接関わる実施段階を捉えるとともに，授業の実施前の準
備や実施後の評価も含めてTTによる参画として捉える
ことが重要であると考え，授業の準備段階，実施段階，
評価段階の３つの視点から検討した．

その結果，授業の実施段階におけるTTの状況をみる
と，調査の前年度に学級担任あるいは保健体育科教諭と

ともに保健授業を担当した養護教諭は，小学校で約５割，
中学校で約３割に留まった．保健授業における多様な指
導の工夫の一つとしてTTを活用することが従来求めら
れている中で，この状況は必ずしも多くはないと言える．
平成２９年に改訂された学習指導要領の解説では，TTの
活用が一層重視され，その効果が期待されていることか
ら，今後，指導の工夫としてのTTをより充実していく
ことが重要であると思われる．なお，本研究では４県の
養護教諭を対象に調査を実施しており，若干の地域差が
みられた．こうした地域による差が示されるのは，養護
教諭の採用や現職研修，期待される職務等が異なること
が影響していることも推測されるが，本研究からは不明
である．

表５ 保健授業におけるティーム・ティーチングへの参画状況と属性との関連（つづき）

従属変数 独立変数
小 学 校 中 学 校

OR ９５％CI P値 OR ９５％CI P値
実施段階の参画 年齢

２０歳代 １．０００ ― ― １．０００ ― ―
３０歳代 ．７２２ ．４３１―１．２１１ ．２１７ ．６６８ ．２５６―１．７４３ ．４１０
４０歳代 ．６１４ ．３９５―．９５３ ．０３０ ．３３４ ．１３５―．８３０ ．０１８
５０歳代以上 ．４４２ ．２８９―．６７６ ＜．００１ ．４４８ ．１９５―１．０３０ ．０５９

教職経験年数
５年未満 １．０００ ― ― １．０００ ― ―
５年以上１０年未満 １．１３９ ．６２０―２．０９３ ．６７５ ．５２０ ．１７３―１．５６７ ．２４５
１０年以上２０年未満 ．５４０ ．３２５―．８９７ ．０１７ ．５１２ ．１８０―１．４５６ ．２０９
２０年以上 ．５５４ ．３６１―．８５０ ．００７ ．３６４ ．１５２―．８６９ ．０２３

勤務校の児童生徒数
３００人未満 １．０００ ― ― １．０００ ― ―
３００人以上５００人未満 １．１９７ ．８３１―１．７２４ ．３３５ １．１１８ ．６４１―１．９５０ ．６９３
５００人以上８５１人未満 ．８１９ ．５４８―１．２２５ ．３３１ ．３９７ ．１９１―．８２４ ．０１３
８５１人以上 ．９５９ ．４５５―２．０２４ ．９１３ ３．３８２ ．９９２―１１．５２４ ．０５１

養護教諭の複数配置
複数配置ではなかった １．０００ ― ― １．０００ ― ―
複数配置であった ．８９２ ．４８９―１．６２８ ．７１０ ．９７０ ．４８４―１．９４２ ．９３１

評価段階の参画 年齢
２０歳代 １．０００ ― ― １．０００ ― ―
３０歳代 ．１６８ ．０３６―．７７５ ．０２２ ．４８１ ．０２９―８．００５ ．６１０
４０歳代 ．８０６ ．３７３―１．７３９ ．５８２ １．０００ ．１０７―９．３２８ １．０００
５０歳代以上 ．８２１ ．３９６―１．７０４ ．５９６ ．５１７ ．０５６―４．８０７ ．５６２

教職経験年数
５年未満 １．０００ ― ― １．０００ ― ―
５年以上１０年未満 ．５１５ ．１５５―１．７０９ ．２７８ ．６２９ ．０３７―１０．５７３ ．７４７
１０年以上２０年未満 ．１９３ ．０５２―．７２０ ．０１４ ．４８９ ．０２９―８．１８８ ．６１９
２０年以上 ．８３６ ．４０６―１．７１９ ．６２５ ．５４４ ．０６４―４．６２４ ．５７７

勤務校の児童生徒数
３００人未満 １．０００ ― ― １．０００ ― ―
３００人以上５００人未満 ．８６３ ．４２５―１．７５５ ．６８４ ．６８４ ．１３９―３．３６１ ．６４０
５００人以上８５１人未満 ．５２５ ．２０４―１．３５１ ．１８１ ．０００ ― ．９９７
８５１人以上 ．０００ ― ．９９８ ２．９４３ ．３３０―２６．２７７ ．３３４

養護教諭の複数配置
複数配置ではなかった １．０００ ― ― １．０００ ― ―
複数配置であった ．９６２ ．２８９―３．２０１ ．９５０ ．７６２ ．０９４―６．１４５ ．７９８

ロジスティック回帰分析（強制投入法）
OR：オッズ比
９５％CI：９５％信頼区間
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この実施段階について，保健授業をTTとして担当し
なかった者におけるその理由をみると，小学校および中
学校ともに４人のうち約３人の養護教諭が「担当教諭か
ら依頼されなかったから」と回答し，指導を担当する小
学校の学級担任および中学校の保健体育科教諭自身にお
いて，TTを活用しようという意識が必ずしも高くない
ことが懸念された．保健授業におけるTTを促すために
は，小学校教諭や保健体育科教諭の研修などにおいて，
多様な指導方法の工夫について実践的に理解を深めるこ
とが重要と思われた．

また，保健授業をTTとして担当しなかった理由とし
て養護教諭の職務を優先するためとの回答も目立った．
TTを実現するにあたっては，養護教諭において，保健
授業に携わることも職務の一つであるという意識を高め
るとともに，養護教諭が保健室を一時的に不在にするこ
となどに関して，校内における教職員の共通理解や支援
体制の整備を図ることが前提として必要であることが考
えられた．

一方で，養護教諭自身が保健の内容の理解が十分でな
かったり，指導する自信や意欲が高くなかったりするた
めに保健授業をTTとして担当しなかったという回答も
少なからずみられた．養護教諭がTTとして保健授業を
担当するにあたっては，指導者として，児童生徒に育成
すべき資質・能力や学習指導要領に示された内容，指導
方法の工夫などについて理解しておくことが不可欠であ
ることが改めて示されたと言える．面澤２３）は，養護教諭
の養成課程において，保健授業に関わる力量を形成する
ことの重要性を指摘している．現在，養護教諭の免許状
を取得するためには，教育職員免許法において教科の指
導法に関する科目は位置づけられていない．しかし，養
護教諭が保健授業に参画することが望まれていることか
らも，養成段階から学習指導に関わる学びを保証し，保
健授業に関わっていく意識を高めることが重要であると
考えられた．

なお，公益財団法人日本学校保健会保健学習推進委員
会２４）による全国調査の結果によれば，平成２６年度に保健

表６ 保健授業におけるティーム・ティーチングへの参画状況と意識との関連

従 属 変 数 独立変数
小 学 校 中 学 校

OR ９５％CI P値 OR ９５％CI P値

準備段階の参画
（資料やデータの提供）

「参画の意欲」 １．４５４ １．１２５―１．８７８ ．００４ １．６２２ １．１９６―２．２００ ．００２
「効果の期待」 １．１４２ １．０２０―１．２８０ ．０２２ １．０８９ ．９４４―１．２５７ ．２４１

準備段階の参画
（学習指導案の作成への関与）

「参画の意欲」 １．５２０ １．２１０―１．９０９ ＜．００１ ２．３４０ １．４７３―３．７１５ ＜．００１
「効果の期待」 １．２２７ １．１１１―１．３５５ ＜．００１ １．１６１ ．９６４―１．４００ ．１１６

準備段階の参画
（教材の作成への関与）

「参画の意欲」 １．８００ １．４４０―２．２５１ ＜．００１ ２．６７７ １．８０４―３．９７１ ＜．００１
「効果の期待」 １．２５５ １．１４０―１．３８１ ＜．００１ １．１０５ ．９４６―１．２９１ ．２０９

実施段階の参画
「参画の意欲」 ２．２１４ １．７９６―２．７２９ ＜．００１ ２．６８５ １．８４０―３．９１７ ＜．００１
「効果の期待」 １．０６９ １．０２５―１．１１５ ．００２ １．０５９ ．９７７―１．１４８ ．１６２

評価段階の参画
「参画の意欲」 ２．５１３ １．７９２―３．５２４ ＜．００１ ３．４３６ １．４５５―８．１１４ ．００５
「効果の期待」 １．２００ ．９５０―１．５１６ ．１２７ １．０９４ ．６２６―１．９１２ ．７５２

ロジスティック回帰分析（強制投入法）
OR：オッズ比
９５％CI：９５％信頼区間

表７ 保健授業におけるティーム・ティーチングへの参画に対する意識に関連する要因

小 学 校 中 学 校

準備段階 実施段階 評価段階 準備段階 実施段階 評価段階

「参画の
意欲」

「効果の
期待」

「参画の
意欲」

「効果の
期待」

「参画の
意欲」

「効果の
期待」

「参画の
意欲」

「効果の
期待」

「参画の
意欲」

「効果の
期待」

「参画の
意欲」

「効果の
期待」

教育実習等における保
健授業の担当

．１０ ．０７ ．１２ ．０８

保健授業に関する校内
の研修への参加

．１２ ．１０ ．１４ ．１５ ．１３ ．１７ ．１７ ．１８ ．１０ ．１５

保健授業に関する公的
機関の研修への参加

．１６ ．１０ ．１７ ．１４ ．１１ ．１３ ．１７ ．２０

Spearmanの順位相関係数（p＜．０５）
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授業の指導の工夫として，TTや少人数指導を「多くの
時間で実施した」あるいは「どちらかといえば実施した」
と回答した教諭の割合は，小学校の学級担任では約２０％，
中学校の保健体育科教諭では約１５％であることが報告さ
れている．今後，こうした指導の工夫の一つとしての
TTについて，授業実践による介入評価研究など，より
効果的な実践のための研究も望まれる．

また，授業の評価段階についてみると，ほとんどの養
護教諭がTTとして参画していない状況が示され，評価
に対する意識が低い状況がうかがわれた．授業は，計画，
実践，評価という一連の活動が繰り返されながら，より
よい指導が目指されていくものである．すなわち，授業
の指導と評価は一体となっているものであり，評価は次
の実践を改善，充実するために生かされるべきものであ
る．その場合に，本結果における評価段階の状況は，特
に改善される必要があると思われる．例えば，養護教諭
が授業の中で気づいた子どもの学びの姿などの様子を，
学級担任または保健体育科教諭に提供することなども重
要である．そして，評価に関わる上では，評価規準や観
点別評価２５）等の理解が不可欠となることから，養成段階
や現職研修の機会において，評価についてこれまで以上
に取り上げていくことが求められよう．

さらに，授業の準備段階におけるTTへの参画をみる
と，「資料やデータの提供」は小学校約７９％，中学校約
６６％と比較的高率であり，多くの小学校および中学校に
おいて，学級担任または保健体育科教諭と養護教諭とが
連携している状況がうかがわれた．しかし一方で，「学
習指導案の作成」や「教材の作成」に関わった養護教諭
の割合は小学校約３５～５５％，中学校約２２～３５％と低率で
あった．学習指導案や教材の作成において，今日の子ど
もをめぐる健康の実態や課題など，学級担任や保健体育
科教諭では容易に気付くことのできない視点から意見等
を提供することは，まさに養護教諭の専門性が発揮され
る機会であると思われる．保健授業の充実に向けた一つ
としてTTの活用が期待されている中で，少なくとも準
備段階において担当教諭と連携をとりながら進めていく
ことが求められる．そのためには，学級担任や保健体育
科教諭から養護教諭に相談したり意見を求めたりしてい
くとともに，養護教諭自身がこうした授業の準備に関
わっていくこともTTであるという意識をもち，貢献し
ていくことも大切であると思われる．特に，授業の実施
段階において養護教諭がTTとして指導を担当する場合
には学習指導案の作成等にも関わり，指導にあたって学
級担任や保健体育科教諭と十分に意思疎通をとりながら
共通理解を図っておくことが必要となろう．

次に，養護教諭におけるTTへの参画に対する意識の
状況およびそうした意識に関わる要因について考察する．
意識については，「効果の期待」と「参画の意欲」で把
握した．その結果，「効果の期待」については，小学校
および中学校ともに，準備段階および実施段階のすべて

の項目において肯定的な回答が８割以上と高率であった．
また，評価段階においても，両校種ともにおおむね７割
以上の肯定的な回答が示された．保健授業に関わること
で，より高い効果をもたらすと期待している養護教諭が
多いことが示された．また，「参画の意欲」については，
小学校および中学校ともに，準備段階および実施段階に
おいては比較的高い状況であった．積極的に保健授業に
関与していきたいという養護教諭が少なからず存在する
ことが示されたと言える．一方で，評価段階に関与して
いこうとする養護教諭は，両校種ともに約３割に留まっ
た．評価についての理解が乏しい状況等がその背景にあ
るものと推測される．

そしてロジスティック回帰分析の結果から，「参画の
意欲」は，TTへの参画状況に関連することが小学校お
よび中学校の養護教諭ともに示された．「参画の意欲」
という養護教諭自身の意識こそがTTへの参画に影響し
ていることが示され，注目された．他方で，養護教諭の
年齢の若さおよび教職経験年数の短さといった属性や，
児童生徒数の少なさといった勤務校の状況も，TTへの
参画に一部影響している状況がうかがわれた．養護教諭
の複数配置の状況については，TTへの参画状況との間
で関連は示されなかった．

なお，養護教諭の意識には，教育実習等における保健
授業の担当や保健授業に関する校内および公的機関の研
修への参加が関連すると予想されたが，本研究において
は必ずしも関連は示されなかった．公的機関による現職
研修については，キャリアに応じた研修が設定されてい
るものの，その内容として保健授業に関わるものが多く
はないと思われることがこの理由の一つとして考えられ
る．保健授業において養護教諭のTTを促すには，その
前提として，保健授業に焦点を当てた研修が充実される
ことが必要であると思われる．そして，その中では学習
指導要領の内容や学習指導の工夫，評価等についても触
れ，実践的に理解できるような演習を中心とした研修を
保障することが重要と考えられる．

Ⅴ．結 論

保健授業におけるTTについて，養護教諭における授
業の準備，実施，評価の各段階における参画状況は，い
ずれも総じて多くはなく，さらに充実していくことが望
まれた．また，TTを促すには，保健授業を担当する小
学校教諭や保健体育科教諭の研修等においてTTを活用
する意識を高めること，校内における教職員の共通理解
や支援体制の整備を図ること，養護教諭における保健授
業に関わるTTのあり方の理解と参画への意識を高める
ことが重要であると考えられた．

本研究の一部は，一般社団法人日本学校保健学会第６４
回学術大会（２０１７年）にて発表した．

本調査にご協力頂いた学校長並びに養護教諭の皆様に
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Ⅰ．はじめに

近年のヘルスプロモーションやインクルーシブ教育シ
ステム，病弱教育等の在り方を鑑みると１）２），学校をはじ
めとした社会が病気の子どもを支援するうえで基本とな
る考え方は，病気の子どもの生活の質を如何に高めるか

にある．それはつまり，子どもたちができるかぎり順調
な成長発達を遂げることであり，自分の健康を自己管理
できる力を体得しながら自己実現を目指すことと言え
る３－５）．そのため教員が病気の子どもに行う支援行動と
して，学校生活をみんなと一緒に過ごすための学習支援
や活動の工夫，病気の管理等の本人への関わりと，病気

病気の子どもに対する学級担任の支援行動に影響する要因
加 瀬 涼 子＊１，竹 鼻 ゆかり＊２

＊１小平市立上水中学校
＊２東京学芸大学芸術・スポーツ科学系養護教育講座

Factors Affecting Classroom Teachers’Supportive Behavior for Children with Illness

Ryoko Kase＊１ Yukari Takehana＊２

＊１Kodaira city Jyosui junior high school
＊２Tokyo Gakugei University, Department of school health care and education

Background: Currently,８０% of school-age children with illness are studying in regular classes of elementary
and junior high school. They need special consideration and teachers’support in school life. Nevertheless, it
remains unclear which factors affect teachers’supportive behavior for children with illness.
Objective: This study assessed factors affecting teachers’supportive behavior for children with illness.
Methods: A questionnaire survey was administered to ２７６ elementary school classroom teachers. The ques-
tionnaire asked about knowledge and experience related to illness, image of illness, image of children with
illness, difficulties arising when teachers support them, and supportive behavior for children with illness.
Analysis objects were１７１（７１．５%）.

Using exploratory factor analysis, we constructed summative scales for some items. Multiple regression
analyses were conducted using scores for supportive behavior as an objective variable, with scores for some
scales as explanatory variables.
Results: As a results of factor analysis,“negative emotions towards illness”,“difficulty and limitation be-
cause of illness”,“mental growth that children acquired through illness”and“positive influence of children
with illness on classmates”were１factor respectively.

Factor analysis of“images of difficulties caused by children becoming ill”extracted three factors:“trouble
with social and independent development”,“negative emotions caused by illness”and“trouble with school
life because of illness”. Factor analysis of“difficulty when teachers support children with illness”extracted
five factors:“difficulty in adapting to group life”,“difficulty in health management”,“difficulty in coopera-
tion with surroundings”,“difficulty in supporting independence”and“difficulty in environment mainte-
nance”. Factor analysis of supportive behavior extracted two factors:“support considering of the state of
children”and“normal relationships”.

Factors influencing“support considering the state of children”were“positive influence of children with
illness on classmates”（β＝０．５０, p＜０．００１）,“difficulty in health management”（β＝－０．２２, p＝０．００１）. The
adjusted coefficient of determination for this model was０．２６（p＜０．００１）.

Factors influencing“normal relationships”were“trouble with social and independent development”（β＝
－０．２６, p＜０．００１）,“negative emotions caused by illness”（β＝０．１９, p＝０．０１）,“influence of experience”

（β＝０．１５, p＝０．０４）and“positive influence of children with illness on classmates”（β＝０．１５, p＝０．０５）. The
adjusted coefficient of determination for this model was０．１４（p＜０．００１）.
Conclusion: These results suggested that classroom teachers need raise positive recognition for children
with illness to encourage teachers’support for children with illness.

Key words：illness, children with illness, classroom teacher, supportive behavior
病気，病気の子ども，学級担任，支援行動

資 料
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の子どもを理解し協力しあえる関係を作るための周囲の
子どもたちへの働きかけ等が必要となる．また，それら
を講じるための環境調整や組織作り，保護者との連携も
重要である３）．しかし教員は，病気に関する知識が不足
していたり，親の理解不足にあったり，関係者間の連携
がうまくいかなかったり等，支援を行うのには不十分な
環境のなかで子どもに対応しなければならない３）．一方
で，小児慢性特定疾患の９割近くの子どもは小中学校の
通常学級で学ぶとともに６），医療的ケアを必要としたり，
病気が重症・重複化したりする子どもが増えるなか７），
医学知識がない教員が病気の子どもの支援に困難感や抵
抗感があることは容易に想像できる．そのため，教員は
病気の子どもをどのように認知しているか，それが支援
行動にどのように影響するかが分かれば，積極的な教員
の支援行動を促す策を講じることができる．

ところで，障害者に対する周囲の人の態度や行動につ
いては多くの研究がある．なかでも障害者との接触経験
や知識等と行動・態度との関連では８－１０），知的障害者に
対する周囲の人の態度は，男性より女性が，接触経験が
無い人より有る人の方が障害者に好意的な態度をとるこ
と１０），精神障害者に関する知識や経験が豊富なほど，精
神障害者に対する社会的距離が近くなり，ポジティブな
イメージを持つことなどが明らかとなっている８）．この
障害者に対する態度や行動の要因を病気の子どもに照ら
して考えると，教員が病気の子どもに対して良好な態度
や支援行動をとるためには，教員の病気や病気の子ども
に対する肯定的な認識や知識，経験を充実させる必要が
あると推測される．しかし，病気の子どもへの支援行動
に影響する要因に関する研究は少ない．

一方，病気が子どもに及ぼす心理社会的影響としては，
否定的な側面の報告が多い１１－１４）．たとえば，病気に関わ
る不安や悩み，自己肯定感の低下，友人関係や親子関係
の悪化，欠席による学業の遅れ等である１１－１４）．ところが
現実には，病気の経験を糧とし逞しく成長している子ど
もは数多くいる１５）１６）．近年ではPTG（Post Traumatic
Growth）やベネフィット・ファインディング（Benefit
Finding）等，病気による肯定的な成長や変化に関する
研究も行われるようになってきた１５）１７）１８）．そこで教員は，
病気の子どもの更なる成長発達を促すために，病気の否
定的な影響を問題とするのではなく，その子どもが病気
と共に逞しく生きている姿を認めると共に，病気によっ
てもたらされた肯定的な影響を捉え，彼らの長所や強み
を伸ばし強化するという考えや関わりが大事となる３）１９）．
また，病気をどのように考えるかという病気認知の研究
からは，患者の周囲の人々の病気認知の在り方が結果と
して患者本人の病気適応や最適な対処行動の形成につな
がるとの報告がある２０）．つまり，病気の子どもが多くの
時間を過ごす学校において教員，とりわけ学級担任が彼
らに対して理解を示し，病気による肯定的な影響に着目
することにより，子どもの病気の対処行動が促されると

ともに学校生活の質が高まることが期待される．そのた
めには，学級担任の病気や病気の子どもに対する認知が
支援行動に影響するかどうかを調べる必要がある．

本研究において，病気の子どもに対する学級担任の認
知が支援行動に影響することを示すことができれば，学
級担任をはじめとした教員に対する啓発や研修の新たな
方策が期待できる．そこで本研究の目的は，教員のなか
でもとりわけ子どもに関わる時間の多い小学校の学級担
任の病気や病気の子どもに対する認知が支援行動に影響
するかを明らかにすることである．

Ⅱ．方 法

１．対象と方法
関東地区の一都一県の国公立小学校１８校で通常学級を

担当している学級担任２７０名に対し，平成２７年１月から
２月に，無記名による自記式質問紙調査を行った．調査
票は，各学校に郵送または直接学校へ持参し，管理職か
ら学級担任へ配布した．回収方法は各学校に委ね，研究
者に学校ごとに郵送してもらった．回収数は２３９名（回
収率８８．５％）であり，このうち，分析に必要なデータに
欠損のあるものを除いた有効回答１７１名分（有効回答率
７１．５％）を分析対象とした．
２．研究における倫理的配慮

研究の実施にあたり，東京学芸大学倫理審査委員会の
承認を得た．さらに，対象校の管理職に口頭と文書によ
り研究の主旨を説明し，同意を得た．学級担任に対して
は文書にて研究の主旨を説明し，研究の参加ならびに中
断における個人の自由意思の尊重，調査において個人は
特定できないことを周知した．
３．調査内容

基本属性は，性別，年代，勤務年数，特別支援学校及
び特別支援学級の経験の有無，病気の罹患経験の有無，
病気の家族の有無とした．

病気に関する知識（「知識得点」）については，「誰に
でも病気にかかる可能性がある」「病気の治療のために
見た目が変わることがある」などの５項目２件法（５点
満点）とした．

経験については，病気の子どもと直接関わりを持った
り，テレビやネットなどのメディアを通じて見たりした
ことがあるなどを，７項目２件法（７点満点）で「経験
得点」とした．また，これらの経験の有無が，今現在の
「病気の子ども」に対する思いや考えに影響していると
思うかについては１項目４件法（４点満点）で回答を求
め「経験による影響」とした．

教員が行う支援行動としては，病気の子どもの生活の
質を高めるための本人と周囲の子供たちへの働きかけと
定義し，「病気の子どもに対して行えると思う行動」（以
下「支援行動」）について，インクルーシブ教育システ
ム１）や病弱教育の意義２），病気の子どもへの教員の関わ
り３）を参考に学習支援，病気の管理，周囲の子どもとの
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関わり，特別な支援の観点から，７項目（４件法）を作
成した．

病気や病気の子どもの認知に関する項目は，否定的側
面と肯定的側面との両面から構成した．否定的側面につ
いては文献を参考に１１－１４）２１），感情面として「病気に対す
る悲観的感情」，行動面として「病気による支障や制限」
について，各々５項目（４件法）を作成した．さらに病
気が子どもに与える否定的な影響の認知として文献を参
考に１１－１４）２０），「子どもが病気になることによる支障のイ
メージ」１３項目（４件法）と，学級担任として「病気の
子どもを支援するうえで困難に感じること」２２）２３）１８項目
（４件法）を作成した．

肯定的側面については，PTGを中心とした肯定的な
認知について文献１５－１９）２３）を参考にしながら子ども自身と
周囲への影響との２つの観点から，「子どもが病気に
よって得た精神的成長」ならびに「病気の子どもが周囲
へ与えるプラスの影響」として各々５項目（４件法）を
作成した．

なお，回答者本人としての認識や行動を尋ねるため，
質問文には「あなたは病気の子どもやその子が在籍して
いる学級の子どもに対して……」「病気の子どもに対す
るあなたの行動について……」「もしも担任している学
級に病気の子どもが在籍していたとしたら……」等，出
来るだけ自分のこととして捉えられるような表現を用
いた．

また，調査にあたって調査用紙の冒頭に病気の定義と
して「症状の発症や進行の経過および回復に時間がかか
り，治りにくく，治療に長期間を要する慢性的な疾患」
と記述した．そのため本論の病気の定義も同様とし，病
気の子どもについては慢性的な疾患を有する子どもと定
義した．「教員」と「学級担任」の語句については，一
般論としての説明には「教員」を用い，学級担任に言及
できる箇所については「学級担任」という言葉を用いた．
４．分析方法

各変数の男女間，特別支援学校・学級経験の有無，病
気の経験の有無の比較には対応のないｔ検定，年代間の
比較には一元配置の分散分析を行った．「病気に対する
悲観的感情」「病気による支障や制限」「子どもが病気に
よって得た精神的成長」「病気の子どもが周囲へ与える
プラスの影響」は，主因子法によって１因子を抽出した．
また「子どもが病気になることによる支障のイメージ」
「病気の子どもを支援するうえで困難に感じること」「支
援行動」については，得点化するため探索的因子分析（主
因子法・プロマックス回転）を行った．さらに，各変数
の内的一貫性の検討としてクロンバックのα係数を求
めた．

また変数間の関係をみるために相関分析を，学級担任
の支援行動を従属変数とし各変数を独立変数とした重回
帰分析（ステップワイズ法）を行った．なお，性別，年
代，特別支援経験の有無はダミー変数とし，性別は女

子＝０，男子＝１，年齢は２０代＝１，３０代＝２，４０代＝
３，５０代＝４，６０代＝５，特別支援の経験の有無は無＝
０，有り＝１とした．これらの分析には，統計ソフト
SPSSを使用し，統計的有意水準は５％未満とした．

Ⅲ．結 果

１．基本属性
表１に示すとおり，特別支援学校・学級の経験有りは

１４％，知識得点の平均値（±標準偏差）は４．６０（±０．５４）
点，経験得点は５．０９（±１．７０）点であった．
２．各変数の因子分析の結果

表２に示すとおり「支援行動」については，主因子法
プロマックス回転による因子分析を行い解釈可能な２因
子を得た．第１因子【子どもの状態を考慮した支援】，
第２因子【普通の関わり】と命名した．

表３，４に示すとおり，「病気に対する悲観的感情」
「病気による支障や制限」「子どもが病気によって得た
精神的成長」「病気の子どもが周囲へ与えるプラスの影
響」について各々主因子法を行ったところ，固有値１以
上の因子は１つとなった．

表５に示すとおり，「子どもが病気になることによる
支障のイメージ」については，同様に解釈可能な３因子
を得た．第１因子【社会性と自立性の発達に対する支障】，

表１ 基本属性，病気に関する知識や経験
（ｎ＝１７１）

項目 人 ％

性別
男 ８４ ４９．１２

女 ８７ ５０．８８

２０代 ３６ ２１．０５

３０代 ８４ ４９．１２

年代 ４０代 ２８ １６．３７

５０代 ２２ １２．８７

６０代以上 １ ０．５８

病気の罹患
経験

無 １３５ ７８．９５

有 ３６ ２１．０５

病気の家族
の有無

無 １１１ ６４．９１

有 ６０ ３５．０９

特別支援の
経験の有無

無 １４７ ８５．９６

有 ２４ １４．０４

平均値（標準偏差）

病気の知識得点（５点満点） ４．６０（±０．５４）

病気の子ど
もについて
の経験

経験得点
（７点満点）

５．０９（±１．７０）

経験による影響
（４点満点）

３．１６（±０．６６）
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表３ 「病気に対する悲観的感情」ならびに「病気による支障や制限」の因子分析（主因子法・プロマックス
回転）

（ｎ＝１７１）

病気に対する悲観的感情 因子負荷量 平均値 標準偏差 α係数

病気になると動揺する ０．８３

２０．５４ ２．８ ０．８５

病気は怖い ０．８３
病気になると不安なことが多い ０．８１
病気は苦しい ０．７０
病気になると気分が落ち込む ０．６３
病気になると怒りを感じる ０．５０

病気による支障や制限 因子負荷量 平均値 標準偏差 α係数

病気になると社会生活に支障が出る ０．７９

１２．４７ ２．２２ ０．７９
病気になると周りに迷惑をかける ０．７５
病気になると制限が多い ０．６７
病気になると周囲の人と上手く付き合えない ０．５８

表２ 「病気の子どもに対して教員が行えると思う行動」（支援行動）の因子分析（主因子法・プロマックス回転）
（ｎ＝１７１）

子どもの状態を
考慮した支援

普通の関わり

学習の遅れに対する個別の対応をすることができる ０．６８ －０．１３
病気の子どもと周囲の子どもを協力させることができる ０．６０ ０．１７
病気の子どもが病気を自己管理する力を育てることができる ０．６０ －０．０５
病気の子どもを理解し，個別の支援をすることができる ０．５９ ０．１６
クラスの子どもに病気の説明をすることができる ０．３９ ０．０９
病気の子どもに対して普通に接することができる －０．１０ ０．９８
病気の子どもがいじめられたり，からかわれていたりしたら助けることができる ０．１６ ０．４０

因子間相関 ―
普通の関わり ０．５４ ―

下位尺度得点 満点 ２０ ８
平均値 １４．７５ ２．２３
標準偏差 ６．８６ ０．９２

α係数 ０．７３ ０．６１

表４ 「子どもが病気によって得た精神的成長」ならびに「病気の子どもが周囲へ与えるプラスの影響」の
因子分析（主因子法・プロマックス回転）

（ｎ＝１７１）

子どもが病気によって得た精神的成長 因子負荷量 平均値 標準偏差 α係数

前向きである ０．８６

１４．８８ ２．６０ ０．８６
たくましく成長できる ０．８２
人に対して親切である ０．８１
人の痛みや苦しみがわかる ０．６９
一生懸命に頑張っている ０．５２

病気の子どもが周囲へ与えるプラスの影響 因子負荷量 平均値 標準偏差 α係数

人に優しく接することができるようになる ０．９０

１５．２４ ２．６１ ０．９１
人に気遣いすることができるようになる ０．８８
互いに尊重し合うことができるようになる ０．８６
困っている人がいたら助けることができるようになる ０．８４
病気の理解が深まる ０．６１
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第２因子【病気により抱く消極的印象】，第３因子【病
気による学校生活の支障】と命名した．

表６に示すとおり「病気の子どもを支援するうえで困
難に感じること」については，同様に解釈可能な５因子
を得た．第１因子【集団生活の適応への困難】，第２因
子【健康管理に対する困難】，第３因子【周囲との連携
に対する困難】，第４因子【自立への支援に対する困難】，
第５因子【環境の整備に対する困難】と命名した．

これらの因子については，信頼係数がいずれも０．６以
上であったため，得られた因子を個別の指標として各項
目の合計点を得点化し，以下分析に用いた．各変数の平
均点と標準偏差は各表に示すとおりである．
３．基本属性と各変数との関連

表７に示すとおり，性別，特別支援学校・学級経験の
有無，病気の経験の有無，年代による知識得点，経験得
点，経験による影響，前述の因子分析で得られた１４変数
について平均点と標準偏差の比較を行った．その結果，
性別では【子どもが病気によって得た精神的成長】にお
いて，男性（１４．４２±２．７８点）よりも女性（１５．３２±２．３６
点）が有意（ｐ＝０．０２３）に点が高かった．他の属性と
変数とに有意差はなかった．
４．学級担任の支援行動と各変数の相関（単相関）

表８に示すとおり，病気の子どもに対する「支援行動」
の下位尺度と各変数との相関分析を行った．【子どもの

状態を考慮した支援】は５つ，【普通の関わり】は４つ
の変数と相関があった．
５．病気の子どもに対する学級担任の支援行動に影響を
及ぼす要因
表９，１０に示すとおり，病気の子どもに対する学級担

任の支援行動に影響を及ぼす要因を検討するため，従属
変数を【子どもの状態を考慮した支援】と【普通の関わ
り】とし，各々の従属変数に対する説明変数として，性
別，年代，特別支援学校・学級経験の有無，知識得点，
経験得点，経験による影響，【病気に対する悲観的感情】
【病気による支障や制限】【子どもが病気によって得た
精神的成長】【病気の子どもが周囲へ与えるプラスの影
響】【社会性と自立性の発達に対する支障】【病気により
抱く消極的印象】【病気による学校生活の支障】【集団生
活の適応への困難】【健康管理に対する困難】【周囲との
連携に対する困難】【自立への支援に対する困難】【環境
の整備に対する困難】を投入し，それぞれ重回帰分析（ス
テップワイズ法）を行った．
【子どもの状態を考慮した支援】に有意に影響を及ぼ

す要因は，【病気の子どもが周囲へ与えるプラスの影響】
（β＝０．５０，ｐ＜０．００１），【健康管理に対する困難】
（β＝－０．２２，ｐ＝０．００１）であった．このモデルの調
整済み決定係数はR２＝０．２６（ｐ＜０．００１）で，これらの
変数によって２６％が説明された．つまり，子どもの状態

表５ 「子どもが病気になることによる支障のイメージ」の因子分析（主因子法・プロマックス回転）
（ｎ＝１７１）

社会性と
自立性の発達に

対する支障

病気により抱く
消極的印象

病気による
学校生活の支障

友人関係が希薄化する ０．８３ ０．０５ －０．０８
周囲の子どもから孤立する ０．７９ ０．０５ －０．１０
自立が遅れる ０．７３ －０．０４ －０．０３
社会性が欠如する ０．７１ －０．１９ ０．０４
将来に不安がある ０．３５ ０．０７ ０．２０
常に辛い思いをしている －０．１９ ０．８４ －０．１６
寂しい思いをしている ０．０１ ０．６３ ０．２１
できないことが多い ０．０２ ０．５２ －０．１５
控えめな性格である ０．１２ ０．５０ ０．１３
かわいそうだと思う ０．０７ ０．４４ ０．２２
体育の授業など評価への影響がある －０．０６ －０．２１ ０．９０
集団生活（行事参加など）の制限がある －０．０８ ０．０３ ０．５８
学習に遅れが出る ０．２０ ０．１８ ０．３１

因子間相関 社会性と自立性の発達に対する支障 ―
病気により抱く消極的印象 ０．５５ ―
病気による学校生活の支障 ０．４４ ０．６５ ―

下位尺度得点 満点 ２０ ２０ １２
平均値 １０．８６ １２．７５ ８．７７
標準偏差 ２．３７ ２．５７ １．５５

α係数 ０．８０ ０．７６ ０．６３

１６１加瀬ほか：病気の子どもに対する学級担任の支援行動に影響する要因



表６ 「病気の子どもを支援するうえで困難に感じること」の因子分析（主因子法・プロマックス回転）
（ｎ＝１７１）

集団生活
の適応へ
の困難

健康管理
に対する

困難

周囲との
連携に対
する困難

自立への
支援に対
する困難

環境の整
備に対す
る困難

６ 子ども同士のよりよい関係性を作ること ０．９８ －０．２４ －０．０５ －０．０１ ０．０７
５ 入院した場合に，クラスメイトとつながりをもたせる工夫をすること ０．７０ ０．０４ ０．０８ －０．１１ ０．０８
７ 友達に対してわかりやすく病気の説明をすること ０．５１ ０．２１ ０．０３ ０．０５ －０．１４
８ 学習の遅れに対する配慮をすること ０．４９ ０．２１ ０．０２ ０．０４ ０．１０
９ 行事を含む集団生活において個別の対応をすること ０．４８ ０．３０ ０．０３ ０．０３ ０．０７
２ 日常の体調管理をすること －０．０７ ０．７９ ０．０８ －０．０３ －０．０６
１ 運動や食事に関する生活制限を把握すること －０．０６ ０．７５ ０．２０ －０．１０ ０．００
３ 発作や体調の急変時の対応をすること ０．００ ０．６３ －０．２８ ０．２４ ０．０１
４ 薬の管理をすること ０．０８ ０．５７ －０．１０ －０．０９ ０．０７

１４ 保護者と連絡調整をすること ０．１０ －０．０４ ０．８６ －０．０３ ０．０３
１６ 他の教員の理解と協力を得ること ０．０１ ０．０１ ０．８４ －０．０４ ０．０３
１５ 医療機関と連携を図ること －０．１３ －０．０１ ０．４４ ０．１３ ０．３５
１１ 病気の子どもに適した進路指導をすること ０．０６ －０．０５ －０．１５ ０．８５ ０．０６
１３ 病気の子どもが病気を自己管理する力を育てること －０．１７ ０．０６ ０．００ ０．６３ ０．２３
１２ 本人と病気について話すこと －０．０２ －０．０３ ０．２２ ０．５４ －０．０２
１０ 病気による学校生活の不安に寄り添うこと ０．２７ －０．０３ ０．２８ ０．４８ －０．２７
１７ 施設設備など，物理的環境の整備をすること ０．１４ ０．０３ －０．０９ ０．０１ ０．８７
１８ 支援員や介助員を導入すること －０．０４ －０．０２ ０．２５ ０．１０ ０．５８

因子間相関 集団生活の適応への困難 ―
健康管理に対する困難 ０．５０ ―
周囲との連携に対する困難 ０．５０ ０．３２ ―
自立への支援に対する困難 ０．５２ ０．５０ ０．５０ ―
環境の整備に対する困難 ０．２３ ０．４７ ０．２６ ０．３９ ―

下位尺度得点 満点 ２０ １６ １２ １６ ８
平均値 １２．８５ １２．０８ ７．１９ １０．７４ ５．７２
標準偏差 ２．７６ ２．２０ ２．００ ２．３５ １．５２

α係数 ０．８３ ０．７６ ０．８０ ０．７６ ０．７９

表７ 属性による各変数の得点比較（独立したｔ検定）

変 数
性 別 特別支援学校・学級経験の有無

男（ｎ＝８４） 女（ｎ＝８７） t値 p値 有り（ｎ＝２４） 無し（ｎ＝１４７） t値 p値

知識得点 ４．６３±０．５５ ４．５６±０．５２ ０．８２ ０．４１ ４．７５±０．５３ ４．５７±０．５４ １．５２ ０．１４
経験得点 ５．１４±１．７４ ５．０３±１．６７ ０．４２ ０．６８ ５．５４±１．６１ ５．０１±１．７０ １．４７ ０．１５
経験による影響 ３．１４±０．７０ ３．１８±０．６２ －０．４１ ０．６８ ３．２９±０．６９ ３．１４±０．６５ ０．９９ ０．３３
病気に対する悲観的感情 ２０．４４±２．８０ ２０．６４±２．８２ －０．４７ ０．６４ １９．６７±３．１０ ２０．６９±２．７４ －１．５２ ０．１４
病気による支障や制限 １２．３７±２．１４ １２．５６±２．３０ －０．５７ ０．５７ １２．２９±２．１４ １２．５０±２．２４ －０．４３ ０．６７
病気の子どもが周囲へ与えるプラスの影響 １４．９９±２．９０ １５．４８±２．２７ －１．２４ ０．２２ １５．１３±２．５９ １５．２６±２．６１ －０．２３ ０．８２
子どもが病気によって得た精神的成長 １４．４２±２．７８ １５．３２±２．３６ －２．２９ ０．０２ １５．０８±２．４１ １４．８４±２．６４ ０．４５ ０．６６
社会性と自立性の発達に対する支障 １０．８３±２．５２ １０．８９±２．２３ －０．１４ ０．８９ １０．６７±２．４３ １０．８９±２．３７ －０．４２ ０．６８
病気により抱く消極的印象 １２．９５±２．７４ １２．５６±２．４０ ０．９９ ０．３２ １２．３３±２．６８ １２．８２±２．５５ －０．８４ ０．４１
病気による学校生活の支障 ８．７７±１．４９ ８．７６±１．６１ ０．０６ ０．９５ ８．６７±１．６９ ８．７８±１．５３ －０．３２ ０．７５
集団生活の適応への困難 １３．００±２．８０ １２．７０±２．７３ ０．７１ ０．４８ １３．１３±２．９１ １２．８０±２．７４ ０．５１ ０．６２
健康管理に対する困難 １２．０２±２．１６ １２．１３±２．２５ －０．３０ ０．７６ １１．８３±２．８５ １２．１２±２．０８ －０．４６ ０．６５
周囲との連携に対する困難 ７．２５±１．９２ ７．１４±２．０９ ０．３７ ０．７２ ７．３３±１．８８ ７．１７±２．０３ ０．３９ ０．７０
自立への支援に対する困難 １０．６４±２．２８ １０．８４±２．４１ －０．５５ ０．５９ １０．４６±２．２８ １０．７９±２．３６ －０．６５ ０．５２
環境の整備に対する困難 ５．８１±１．５４ ５．６３±１．５０ ０．７６ ０．４５ ６．２５±１．５１ ５．６３±１．５０ １．８６ ０．０７
子どもの状態を考慮した支援 １４．８２±２．２０ １４．６８±２．２６ ０．４２ ０．６７ １５．０８±２．１２ １４．６９±２．２４ ０．８３ ０．４１
普通の関わり ６．８９±０．９３ ６．８３±０．９０ ０．４６ ０．６４ ６．９６±０．９５ ６．８４±０．９１ ０．５５ ０．１３
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表９ 支援行動【子どもの状態を考慮した支援】に影響を及ぼす要因
（ｎ＝１７１）

非標準化係数
（Ｂ）

標準誤差 標準化係数
（β）

ｔ ｐ値

病気の子どもが周囲へ与えるプラスの影響 ０．４３ ０．０６ ０．５０ ７．４６ ＜０．００１
健康管理に対する困難 －０．２２ ０．０７ －０．２２ －３．３１ ０．００１

＊重回帰分析（ステップワイズ）によるモデルの有意性は，Ｆ（２，１６８）＝３０．５８，ｐ＜０．００１，調整済みR２乗＝０．２６であった．
＊従属変数は【子どもの状態を考慮した支援】，説明変数は，性別，年代，特別支援学校・学級の経験の有無，知識得点，経

験得点，経験による影響，【病気に対する悲観的感情】【病気による支障や制限】【子どもが病気によって得た精神的成長】【病
気の子どもが周囲へ与えるプラスの影響】【社会性と自立性の発達に対する支障】【病気により抱く消極的印象】【病気によ
る学校生活の支障】【集団生活の適応への困難】【健康管理に対する困難】【周囲との連携に対する困難】【自立への支援に対
する困難】【環境の整備に対する困難】とした．なお，性別，年代，特別支援経験の有無，ダミー変数とて，性別は女子＝
０，男子＝１，年齢は２０代＝１，３０代＝２，４０代＝３，５０代＝４，６０代＝５，特別支援の経験の有無は無＝０，有り＝１と
した．

表１０ 支援行動【普通の関わり】に影響を及ぼす要因
（ｎ＝１７１）

非標準化係数
（Ｂ）

標準誤差 標準化係数
（β）

ｔ ｐ値

社会性と自立性の発達に対する支障 －０．１０ ０．０３ －０．２６ －３．５７ ＜０．００１
病気に対する悲観的感情 ０．０６ ０．０２ ０．１９ ２．６１ ０．０１
経験による影響 ０．２１ ０．１０ ０．１５ ２．１２ ０．０４
病気の子どもが周囲へ与えるプラスの影響 ０．０５ ０．０３ ０．１５ ２．０１ ０．０５

重回帰分析によるモデルの有意性は，Ｆ（４，１６６）＝７．８８，ｐ＜０．００１，調整済みR２乗＝０．１４であった．
＊従属変数は【普通の関わり】，説明変数は，性別，年齢，特別支援学校・学級の経験の有無，知識得点，経験得点，経験に

よる影響，【病気に対する悲観的感情】【病気による支障や制限】【子どもが病気によって得た精神的成長】【病気の子どもが
周囲へ与えるプラスの影響】【社会性と自立性の発達に対する支障】【病気により抱く消極的印象】【病気による学校生活の
支障】【集団生活の適応への困難】【健康管理に対する困難【周囲との連携に対する困難】【自立への支援に対する困難】【環
境の整備に対する困難】とした．なお，性別はダミー変数（女子＝０，男子＝１）とした．

表８ 学級担任の支援行動と各変数の相関（ピアソンの相関係数ｒ）
（ｎ＝１７１）

支援行動

子どもの状態を考慮
した支援

普通の関わり

変数 ｒ ｐ値 ｒ ｐ値

知識得点 ０．０４ ０．６３ －０．０４ ０．５７
経験得点 ０．１２ ０．１２ ０．１１ ０．１５
経験による影響 ０．１８ ０．０２ ０．１９ ０．０２
病気に対する悲観的感情 ０．１０ ０．１８ ０．１９ ０．０１
病気による支障や制限 ０．０８ ０．３１ ０．０６ ０．４２
病気の子どもが周囲へ与えるプラスの影響 ０．４７ ＜０．００１ ０．２２ ０．００４
子どもが病気によって得た精神的成長 ０．４０ ＜０．００１ ０．１４ ０．０７
社会性と自立性の発達に対する支障 －０．１３ ０．０９ －０．２５ ＜０．００１
病気により抱く消極的印象 ０．２０ ０．０１ ０．０２ ０．７９
病気による学校生活の支障 ０．０２ ０．８４ －０．０８ ０．２９
集団生活の適応への困難 －０．１５ ０．０６ －０．０８ ０．２９
健康管理に対する困難 －０．１６ ０．０４ ０．０６ ０．４５
周囲との連携に対する困難 －０．０２ ０．８４ －０．０７ ０．３７
自立への支援に対する困難 ０．０３ ０．７３ ０．００ ０．９５
環境の整備に対する困難 ０．０２ ０．８０ ０．１３ ０．０９
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を考慮した対応としては，病気の子どもが周囲へ与える
プラスの影響があると認識する人ほど，また健康管理に
対する困難感が低いと思う人ほど支援行動がとれること
が示された．

また，【普通の関わり】に有意に影響を及ぼす要因は，
【社会性と自立性の発達に対する支障】（β＝－０．２６，
ｐ＜０．００１），【病気に対する悲観的感情】（β＝０．１９，
ｐ＝０．０１），経験による影響（β＝０．１５，ｐ＝０．０４），【病
気の子どもが周囲へ与えるプラスの影響】（β＝０．１５，
ｐ＝０．０５）であった．このモデルの調整済み決定係数は
R２＝０．１４（ｐ＜０．００１）で，これらの変数によって１４％
が説明された．つまり，社会性と自立性の発達に支障が
ないと認識する人ほど，また病気に対する悲観的感情が
ある人ほど，経験による影響がある人ほど，病気の子ど
もが周囲へ与えるプラスの影響があると認識する人ほど，
普通の関わりができることが示された．

Ⅳ．考 察

本研究は，病気の子どもに対する学級担任の支援行動
に影響を及ぼす要因を明らかにすることを目的とした．
その結果，学級担任の支援行動を促すためには，学級担
任の病気の子どもに対する経験を増やし，肯定的な認識
を高めるとともに，健康管理の抵抗感を少なくする必要
があることが示唆された．これまで病気の子どもへの教
育における教員の困難感や復学支援のプロセスを明らか
にした研究はあるものの２２）２４）２５），病気の子どもに対する
学級担任の支援行動に影響を及ぼす要因について明らか
にしたものは少ない３）．本研究の対象は学級担任のみで
あるが，本結果は，病気の子どもに対する教員の支援行
動を促すための視座を得たと言える．

まず，支援行動の２因子構造について述べる．
支援行動は，【子どもの状態を考慮した支援】と【普

通の関わり】の２因子構造となった．共生社会の形成に
向けたインクルーシブ教育システムの構築１）においては，
人の多様性を尊重し，障害者が持てる能力を最大限発達
させ，社会参加することを可能にするため，障害のある
者とない者が共に学ぶ仕組みを作り，障害のある者が社
会から排除されないこと，教育の機会が与えられること，
個人に必要な合理的配慮が提供されること等が必要とさ
れている１）．【子どもの状態を考慮した支援】は，学習支
援や病気の自己管理，友達との関係づくり，個別支援な
どの項目から成り，合理的配慮に基づいた学級担任の支
援であると言える．また我々の過去の報告からは，教員
が病気の子どもを支援するにあたり，学校生活を友達と
一緒に過ごせるよう働きかけていること３），病気と共に
生きる子どもの成長発達のプロセスにおいて，子どもは
病気によって人とは異なる自分を自覚していること１６），
友人たちも病気の友達とのかかわり方に関する疑問や葛
藤を抱いていること２６）を示してきた．これらの研究から
は，病気に関わらず子どもたちがみんなと一緒に学校生

活を送ることの重要性が示唆された．そのため【普通の
関わり】は，病気の子どもの学校生活を支援するために
必要な関わりとして捉えられる．

そこで，病気の子どもに対する学級担任の支援行動に
影響を及ぼす要因について考察する．
【病気の子どもが周囲へ与えるプラスの影響】は，【子

どもの状態を考慮した支援】と【普通の関わり】の両者
に影響を与えていた．これは，学級担任が病気のある子
どもとない子どもが関わることで互いに成長し合うと考
えていることを示している．この考えは，病気の子ども
を包摂するインクルーシブな学級づくりにつながる．学
級担任は，病気の子どもが学級にいることで子ども同士
が相互に良い影響を与えあって成長するよう働きかけた
り，子どもたちが安心して過ごせる学級づくりをしたり
することが大切である１－３）１６）．すなわち，病気の子どもと
周囲の子どもの関係性を考慮した学級づくりの観点が，
学級担任の支援行動に大きく影響することが示唆された．
そのため，学級担任に病気の子どもを中心とした学級づ
くりを行う意識を持たせることが重要となる．
【健康管理に対する困難】が低い人ほど【子どもの状

態を考慮した支援】ができるという結果については，健
康管理の調査項目が，日常の体調管理や生活制限の把握，
薬の管理や緊急時対応等であったため，専門的知識がな
い学級担任の抵抗感が高まったのではないかと推測され
る．学級担任が，子どもの健康管理を行いながらその状
態を考慮できるようになるためには，教員向けの研修を
充実させることはもとより，医療機関や医師をはじめと
した医療者からの助言と連携が的確かつ迅速に行える環
境整備の必要性が示唆された．

また，【社会性と自立性の発達に対する支障】がない
と思うほど【普通の関わり】ができるという結果からは，
学級担任への情報提供や支援体制，研修会などを充実さ
せ，教員が病気や支援内容を理解できるようにすること
で，その子どもに対する関わりが促される可能性が示さ
れた．
【病気に対する悲観的感情】があるほど【普通の関わ

り】ができるという結果については，学級担任が子ども
に対し共感的に関わる姿を示している．教員が子どもに
共感的に関わることは重要であるが，それと共に子ども
は，病気と共に逞しく生きている１６）という教員の認識の
変化も必要である．

病気の子どもに対するこれまでの【経験による影響】
について，本研究では，実際に病気の子どもと関わると
いう経験だけでなく，テレビやインターネット，書籍や
新聞などメディアで病気の子どもについて学んだ経験も
含めた．障害者に関する研究では，障害のある友達がい
るほど，障害の情報が与えられているほど，友達の生活
が満たされているほど，障害のある子どもに対する友達
の態度は良好になることが示されている５）．また，精神
障害者に関する知識や経験が豊富なほど，精神障害者に
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対する社会的距離が近くなり，好意的イメージをもつこ
とも指摘されており８），知識や経験の有無と態度との関
連性が明らかになっている．本研究でも病気の子どもに
関連した経験があるほど，他の子どもたちと一緒に過ご
すよう支援できることが示された．そのため教員が病気
の子どもの経験を増やすことが重要となるが，その機会
は少ない．そこで，教員研修や啓発資料等において，病
気の子どもの前向きな姿を伝えたり，研修会において事
例等を扱ったりすることにより，病気の子どもを具体的
に捉える機会を増やす必要がある．

一方で，表７，９，１０の結果から経験と同義となる年
代，特別支援学校・学級経験の有無，本人の病気の経験
の有無について差や影響はみられなかった．これは，
２０～３０代が約７割と多いこと，特別支援学校・学級経験
有が１割強と少ないこと，本人の病気の経験有が約２割
という集団の偏りが影響している可能性がある．また特
別支援学校や学級と通常学級という異なった環境におけ
る支援の違いもあるかもしれない．

なお，影響要因として選ばれなかった変数のうち，
【病気による支障や制限】【病気により抱く消極的印象】
【病気による学校生活の支障】【集団生活の適応への困
難】【周囲との連携に対する困難】【自立への支援に対す
る困難】【環境の整備に対する困難】は，否定的な認知
や困難を示す変数である．これは，学級担任が病気の否
定的側面によって支援内容を変えることがないという姿
を示しており，インクルーシブ教育システム１）の目指す
理念とも言える．一方で，肯定的認知である【子どもが
病気によって得た精神的成長】が影響しなかった点につ
いては，教員の認識を変える働きかけが必要である．は
じめにで述べたとおり，病気の子どもの成長発達を促し
生活の質を高めるためには，教員が子供の病気と共に逞
しく生きている姿１６）１９）を理解すると共に，PTGやベネ
フィット・ファインディング等１５）１７）１８），病気による肯定
的な成長や変化を捉え，その子どもの長所や強みを伸ば
すという関わり３）が重要となる．そのため教員に対して，
病気の子どもの頑張りや病気と共に生きる姿を啓発する
機会を増やす必要がある．

本研究により，病気の子どもに対する教員の支援行動
を促すためには，教員が，病気の子どもの経験を増やす
こと，病気の子どもが逞しく成長発達するというプラス
のイメージを持つことと，周囲の子どもに対しても思い
やりや助け合いの気持ち等が育まれるというプラスの影
響があることを理解するような教員への働きかけや教員
研修，体制作りの必要性が示唆された．本結果は，病気
の子どもを包摂する学校づくりに視座を与えるもので
ある．

Ⅴ．本研究の限界と今後の課題

本研究の限界は３つある．一つは，回答者の病気や病
気の子どもに対する捉え方が一様でないことである．調

査にあたり「病気」という言葉について定義付けはした
ものの，本人の主観による回答となっている．しかしそ
の反面，本結果は病気や病気の子どものイメージを一般
化した結果とも言える．

また，支援行動の回答形式が「できると思うか」とい
う文言であったため，自己効力感を測定している可能性
がある．よって，一概に実際の支援行動と一致するとは
言えない．

さらに，本研究の対象者は小学校の学級担任に限定し
ている．中学校や高等学校など，子どもの成長発達に伴
い，病気の子どもが抱える困難や，教員の支援内容も変
わることが予測されるため，今後は校種や学級担任に関
わらず全教職員を対象とした検討も必要である．

Ⅵ．結 論

学級担任の病気の子どもに対する支援行動を促すため
には，教員が病気の子どもに対して肯定的な認識を高め
ると共に，困難感を少なくするための体制づくりの必要
性が示唆された．
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論文タイトル：
タイトルの１文目は，Does Mental Health First Aid

training improve the mental health of aid recipients？
という疑問文です．Does＋主語（Mental Health First
Aid training）＋動詞（improve）＋目的語（the mental
health of aid recipients）？という構造になっています．
主語の中のMental Health First Aidは，各単語の頭文字
が大文字なので固有名詞です．trainingは「train訓練す
る，教育する」のing形で，「訓練，教育」の意味なので，
主語Mental Health First Aid trainingは「Mental Health
First Aid教育」となります．動詞improveは「向上する，
改善する」の意味です．目的語のaidは「援助」，recipient
は「受領者，受益者」なので，aid recipientは援助を受
領する人，つまり，「被援助者」を意味します．よって，
この疑問文は，「Mental Health First Aid教育は被援助
者のメンタルヘルスを改善するか？」と訳されます．
Mental Health First Aid教育の内容は，後で説明します．

タイトルの２文目を見てみましょう．for～は「～の
ための，～を対象とした」，teenagerは「１０代の若者」
なので，for parents of teenagersで「１０代の若者の保護
者を対象とした」となります．randomised controlled
trialは「ランダム化比較試験（RCT）」と訳されます．
RCTは，対象者を特定の介入を受ける群（介入群）と

受けない群（対照群）にランダムに割り付ける研究デザ
インです．対象者の背景要因を介入群と対象群で同等に
し，２つの群の間で結果が比較できるため，介入の有効
性を評価する上で最も強固なデザインであると言われて
います．よって，２文目は「１０代の若者の親を対象とし
た教育のランダム化比較試験」となります．

以上より，タイトルは，「Mental Health First Aid教
育は被援助者のメンタルヘルスを改善するか？１０代の若
者の親を対象とした教育のランダム化比較試験」です．

主な単語・表現
aid：援助 recipient：受領者，受益者
teenager：１０代の若者（正確には１２歳以上の１０代．

１０―１１歳はpreteen（teenの前pre）と言います．）

背 景：
続いて，Abstract抄録を読んでいきましょう．最初に

Background研究背景が書かれており，１文目はThere
is well-established evidence that Mental Health First
Aid（MHFA）training improves knowledge about how
to support someone developing a mental health prob-
lem，but less evidence that this support improves the

■連載 国際交流委員会企画―学校保健の新知見を学ぶ：易しい英文論文読解
Learning New Findings of School Health by Reading English Papers

第１０回「Mental Health First Aid教育は被援助者の
メンタルヘルスを改善するか？１０代の若者の親を対象とした教育の

ランダム化比較試験（AJ Morgan et al.２０１９）」の紹介
佐々木 司，日 下 桜 子

東京大学大学院教育学研究科健康教育学分野

Introducing“Does Mental Health First Aid Training Improve
the Mental Health of Aid Recipients？ The Training for Parents of Teenagers

Randomised Controlled Trial（AJ Morgan et al.２０１９）”
Tsukasa Sasaki Sakurako Kusaka

Laboratory of Health Education, Graduate School of Education, The University of Tokyo

精神疾患の発症は１０代の若者にしばしば認められます．しかし，子どもは自分の心の不調に気付くことが難し
いため，周囲の大人が子どもの心の不調に気付くことが重要です．そのためには，子どもにとって身近な存在で
ある親が，精神疾患に関する知識や関心を高めておく必要があります．

今回紹介するのは，オーストラリアの１２―１５歳の子どもの親３８４人を対象に，Mental Health First Aid （MHFA）
trainingの効果を調べた研究で，今年３月にBMC psychiatryに掲載されました１）．MHFA教育により，メンタル
ヘルスに関する親の知識や自信は高まりますが，実際の子どもへの援助や子どものメンタルヘルスの状態には変
化が見られないという結果でした．
（論文のabstractはhttps:／／www.ncbi.nlm.nih.gov／pubmed／３０９１７８１１で見られ，本文の無料ダウンロードも可

能です）．
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mental health of the recipient of aid．です．文全体を眺
めると，There is well-established evidence…，but less
evidence…．という構造になっていることが分かります
（下線部）．butの後ろにthere isが省略されていると考
えると，意味を理解しやすいでしょう．well-estab-
lished evidenceは，well「よく，妥当に」＋established
「確立された，定められた」＋evidence「証拠」で，「よ
く確立された証拠」となります．コンマの後ろを見ると，
lessは「少ない」という意味なので，but less evidence
は「しかし，少ない証拠がある」となり，「しかし，少
しの証拠しかない」と意訳できます．よって，この文の
大枠は，「よく確立された証拠があるが，少しの証拠し
かない」となります．では，細かい部分を見ていきま
しょう．「証拠」の説明がそれぞれthat以下に書かれて
います．１番目のevidenceについては，evidence that
Mental Health First Aid（MHFA）training improves
knowledge about how to support someone developing
a mental health problemと説明されています．someone
～ingは，「～している誰か」と訳されます．ただ，some-
oneを「誰か」とはっきりと訳すと違和感があるので，
「～している人」とする方が自然でしょう．developは
「生じる，起こる，発展する」という意味なので，sup-
port someone developing a mental health problemは
「メンタルヘルスの問題の起きている人を支援する」と
なります．how to＋～（動詞）は，「どのように～する
か，～する方法」なので，how to support someone de-
veloping a mental health problemで「メンタルヘルス
の問題の起きている人を支援する方法」となります．
よって，１番目のevidenceは，「MHFA教育がメンタル
ヘルスの問題の起きている人を支援する方法に関する知
識を高める，ということについての証拠」という意味で
す．２番目のevidenceは，evidence that this support
improves the mental health of the recipient of aidと説
明されています．先ほど意味を確認した単語が並んでい
るので，理解しやすいでしょう．「この支援が被援助者
のメンタルヘルスを高める，ということについての証
拠」と訳されます．よって，この一文は，「MHFA教育
がメンタルヘルスの問題の起きている人を支援する方法
に関する知識を高めるということについてのよく確立さ
れた証拠があるが，この支援が被援助者のメンタルヘル
スを高めることについての証拠は少ししかない」となり
ます．

次の文は，本研究の目的を示しています．This ran-
domised controlled trial aimed to assess the long-term
effects of MHFA training of parents on the mental
health of their adolescent children．です．aim to～（動
詞）は「～することを目的とする」なので，This random-
ised controlled trial aimed to～で，「このランダム化比
較試験は～することを目的とした」となります．動詞は
assess「評価する」なので，本研究はある評価を目的に

したと分かります．the long-term effectsは，long-term
「長期間の」＋effects「効果」で，「長期的効果」とな
ります．またeffects「効果」と書くと，何に対するeffects
なのかを明記する必要がありますが，それはon以下に
書かれています．よってこの文は，「このランダム化比
較試験は，思春期の子どもたちのメンタルヘルスに対す
る親のMHFA教育の長期的効果を評価することを目的
とした」と訳されます．

主な単語・表現
well-established：よく確立された，しっかりと安

定した
develop：（問題などが）生じる，（組織や物事が）

発達・発展する
aim to～：～することを目的とする
long-term：長期間にわたる
effect on～：～に対する効果

方 法：
次に方法を読んでいきましょう．１文目は，３８４ Aus-

tralian parents of an adolescent aged １２―１５ were ran-
domised to receive either the １４-h Youth MHFA
course or the １５-h Australian Red Cross Provide First
Aid course．です．文の頭から順に読むと，動詞wereの
前までの全てが主語だと分かります．agedは，数詞の
前に置かれ，「～歳の」という意味になるので，an ado-
lescent aged１２―１５で「１２―１５歳の青年」となります（１２
歳の青年というのは日本語では違和感がありますので
「１２―１５歳の思春期の子ども」としておいても良いでしょ
う）．よって，文の主語は「オーストラリアの１２―１５歳の
思春期の子どもの３８４人の親」です．randomiseは「無
作為に割り付ける」という動詞です．were randomised
というように受動態になっており，「無作為に割り付け
られた」と訳されます．to以下のeither～or…は，「～と
…のどちらか」という意味です．１４-hは，１４-hourであ
り，「１４時間の」です．orの前のthe １４-h Youth MHFA
courseは「１４時間のMHYAコース」，orの後のthe １５-h
Australian Red Cross Provide First Aid course（以下，
PFA）は「１５時間のPHAコース」と訳されるので，こ
の一文は「１２―１５歳の思春期の子どもの３８４人のオースト
ラリア人の親が，１４時間のMHYAコースか１５時間の
PHAコースのどちらかを受けるよう無作為に割り付け
られた」となります．

ここで，MHFAとPHAの内容を紹介しておきます．
いずれもAbstractには記されていませんが，MHFAに
ついては本文のBackgroundに，PHAは本文のMethods
に書かれています．MHYAでは，参加者は，精神疾患
を発症している人やメンタルヘルスの危機的な状況にあ
る人を援助する方法を教わります．PHAでは，救急の
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専門職が到着するまで，対象者の生命を維持し，痛みを
軽減し，怪我や病気の帰結を最小限にとどめる方法を教
わります．

方法の２文目はOutcomes were assessed at baseline，
１-year，and ２-year follow-up in both parents and ado-
lescents．です．Outcomes were assessed…より，結果
がどのようにassess評価されたか，が書いてあると分か
ります．at baseline，１-year，and ２-year follow-upは，
結果が評価された時点を示しています．baselineは，研
究において重要な言葉で，研究の開始時点のことです．
結果を，ある指標の変化で見ている場合には，研究期間
終了時点だけではなく研究の開始時点（ベースライン時
点）でも同じ方法で測定しなければなりません２）．１-year，
and ２-year follow-upより，結果が１年後と２年後にも
評価されたことが分かります．評価の対象は，in both
parents and adolescentsより，親と思春期の子どもの両
方です．よって，この一文は，「結果は，親と子どもの
両方において，ベースライン，１年後，２年後に評価さ
れた」となります．

３文目は，Primary outcomes were cases of adoles-
cent mental health problems，and parental support to-
wards their adolescent if they developed a mental
health problem，rated by the parent and adolescent．
です．まずは下線部のみ見てみましょう．文の主語Pri-
mary outcomeは，Primary「第一の，主な」＋outcome
「結果」で，「主な結果」です．were以下がその内容で
（cases of adolescent mental health problems）and（pa-
rental support towards their adolescent if they devel-
oped a mental health problem）となっています．この
前半（cases of adolescent mental health problems）は
adolescent「思春期の」mental health problems「メン
タルヘルスの問題」のcases「事例（あるいは症例）」，
後半（parental support towards their adolescent if they
developed a mental health problem）は，parentalが「親
の」，towards～が「～に対する，～に向かって」，ado-
lescentは「青年」（実際には「思春期の（自分の）子ど
も」のこと）ですので，parental support towards their
adolescentは「自分の子どもに対する親の援助」です．
どういう場合の「parental support」かというのがif以
下に書かれていて，「they（＝adolescents）がmental
health problemsをdevelop「起こした，発症した」場合
の（if）」となります．これらを簡潔に訳すと，下線部
は，「主な結果は，思春期のメンタルヘルスの問題（が
どの程度起きたか）と，問題が起きた子どもに対する親
の援助である」となります．ただし「主な結果は，思春
期のメンタルヘルスの問題（がどの程度起きたか）」と
言われても意味が良く分かりませんね．そこで先まで読
み進めてみると，Results「結果」のところにproportion
（「割合」）of cases of adolescents with a mental health
problemsというフレーズが出てきます．そこで，これ

は多分「メンタルヘルスの問題が起きた子どもの割合」
という意味なのだと合点がいきます．その部分だけ読ん
で意味が分からない時は，先まで読んでみると分かる場
合もある，という訳です．下線部の次のrated by the
parent and adolescentですが，rateは「見積もる，評価
する」，rated by～で「～によって見積もられた，～が
見積もった」ですので，「親と子ども（思春期の子ども）
が見積もった」といった意味です．

以上を合わせると，Primary outcomes were cases of
adolescent mental health problems，and parental sup-
port towards their adolescents if they developed a
mental health problem，rated by the parent and ado-
lescentは，「主な結果は，親と子どもの見積りによる，
メンタルヘルスの問題が起きた子どもの割合と，そのよ
うな子どもへの親の援助である」といった具合に意訳で
きます．

４文目，Secondary outcomes included／parent knowl-
edge about mental health problems，／intentions and
confidence in supporting a young person，／stigmatiz-
ing attitudes，／and help-seeking for mental health
problems．を見てみましょう．長い文なので，／で区
切っています．Secondaryは「補足的な」，include～は
「～を含む」という意味なので，１つ目のまとまりSec-
ondary outcomes includedから，この文では，補足的な
結果が何かを説明していると分かります．２つ目のまと
まりは，「メンタルヘルスの問題についての親の知識」
と訳されます．３つ目のまとまりの，intentionsは「意
図，意向」，confidenceは「自信」なので，intentions and
confidence in supporting a young personは「若者の援
助における意図と自信」となります．４つ目のまとまり
の，stigmaは「偏見」なのでstigmatizing attitudeは「偏
見的態度」，意訳すれば「偏見」です．続いて，５つ目
のまとまりのseekは「求める」の意味なので，help-seek-
ing for～は，「～に対して助けを求めること，～に対す
る援助希求」と訳すことが多いです．このhelp-seeking
は，help-seeking behavior「援助希求行動」という言葉
で用いられることも多いです．以上より，この文は，
「メンタルヘルスの問題についての親の知識，若者の援
助における意図と自信，非難する態度，およびメンタル
ヘルスの問題に対する援助要請を補足的結果として調べ
た」となります．

主な単語・表現
either～or…：～か…のどちらか
intension：意図 confidence：自信
stigma：偏見 stigmatize：非難する，汚名を着せる
help-seeking：援助希求
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結 果：
結果の最初の文はParent and adolescent reports

showed ／no significant difference ／between training
groups／in the proportion of cases of adolescents with a
mental health problem over time（ps＞．０５）．です．文
を／で区切って読んでみましょう．１つ目のまとまりの
showは「示す」なので，parent and adolescent reports
showed～は「親と思春期の子どもの報告は～を示した」
となります．２つ目のまとまりのsignificantは「有意な」
の意味なので，no significant differenceは「有意な差が
ない」となります．３つ目のまとまりは「教育グループ
の間で」です．４つ目のまとまりのin the proportion of
～は「～の割合において」と訳されます．case of～は，
先ほどと同じように，「～の割合」の意味で使われてい
ます．全体で「メンタルヘルスの問題を抱えた思春期の
子どもの割合」となります．over time は，over「（期
間を）通して」＋time「時間」で「時間を通して」です．
「baselineと１-yearの 間 に も，baselineと２-yearの 間 に
も」という意味で使われています．よって，この文は「期
間を通して，親と思春期の子どもの報告は，メンタルヘ
ルスの問題を伴う思春期の子どもの割合において，教育
グループの間に有意な結果は示さなかった」となります．
なお，（ ）の中のpsはpropensity score「傾向スコア」
の略です．介入群と非介入群の間において介入の効果を
比較する場合に，介入の適応となる対象者はそうでない
対象者に比べてリスクが高い可能性があります．傾向ス
コアは，「可能性」をコントロールするための指標です．
ただし，ここでは詳しい説明は省きます．

次の文，There was also no significant difference be-
tween training groups in the quality of parental sup-
port provided to their adolescent at１- or２-year follow-
up（ps＞．０５）．の構造は，結果の最初の文の構造とほ
とんど同じです．最初の文では，メンタルヘルスの問題
を抱えた子の割合についての結果が示されていたのに対
し，２文目では，in the quality of parental support
provided to their adolescent at１- or２-year follow-upの
結果が示されています．qualityは「質」なので，in the
quality of parental supportは「親の援助の質に」です．
provide to～は「～に提供する」という動詞ですが，こ
こでは-edが付いて受動態になっており，「～に提供され
た」と訳されます．よって，２文目では「１年後あるい
は２年後にメンタルヘルスの問題が生じた思春期の子ど
もに対して提供される親の援助の質」の結果が示されて
います．There was also no differenceとあるため，こ
の結果にも有意な差がなかったと分かります．

３文目は長いため，次のように文中に／と［ ］で区
切りをつけました．In contrast，some secondary out-
comes showed benefits from the Youth MHFA train-
ing relative to the control，／with increased parental
knowledge about mental health problems at １-year（d

＝０．４３） and ２-year follow-up （d＝０．２６），／and in-
creased ［confidence to help a young person （d＝
０．２６）］and［intentions to provide effective support（d
＝０．２２）］at １-year follow-up．冒頭のIn contrastは「対
照的に」の意味です．この一語から，そこまでとは異な
る結果が認められた，つまり何らかの有意差が認められ
たのではないかと予測できます．１つ目のまとまりの
some secondary outcomes showed～は，「いくつかの
補足的な結果が～を示した」と訳されます．目的語の
benefitには「利益，益，利点」などの意味があります
が，ここでは「利益」に近い「教育による効果」という
ような意味合いで用いられています．relative to the
controlは，relative to～「～と比較して」＋the control
「コントロール群，対照群」で，「対照群と比較して」
と訳されます．よって，全体で，「いくつかの補足的な
結果は，対照群に比べ，若者向けのMHFA教育の利点
を示した」となります．２つ目のまとまりはwithから始
まっています．with～は「～を伴って」，increasedはin-
crease「増加する」の過去分詞で，形容詞的に使われて
いますので，全体では，「１年後と２年後で，メンタル
ヘルスの問題に関する，増加した親の知識を伴って」と
なります．これでは少し違和感があるので，「１年後（ｄ
＝０．４３）と２年後（ｄ＝０．２６）で，メンタルヘルスの問
題に関する親の知識の増加を伴って」と意訳するとよい
でしょう．３つ目のまとまりの最初のandは，increased
parental knowledge about…とincreased［confidence to
help a young person］and［intentions to provide effec-
tive support］を並列しています．［confidence to help a
young person］は「若者を助けることに対する自信」，
［intentions to provide effective support］は「効果的
な援助を行うことへの意図」です．よって，３つ目のま
とまりは，「１年後で，若者を助けることに対する自信
と効果的な援助を行うことへの意図の増加を伴い」とな
ります．一文を振り返ると，１年後（ｄ＝０．４３）と２年
後（ｄ＝０．２６）にメンタルヘルスの問題に関する親の知
識の増加が見られ，１年後に若者を援助することに対す
る自信（ｄ＝０．２６）と効果的な援助を行うことへの意図
（ｄ＝０．２２）の増加が見られ，このような補足的な結果
により若者向けのMHFA教育の利点が示されたと分か
ります．

ここで，（ ）の中に示されたｄという値について説
明します．ｄは介入による効果の大きさ（effect size効
果量）を示しています．一般に，ｄが０．２から０．５の範囲
にあると「effect sizeは小さい」，ｄが０．５から０．８の範囲
にあると「effect sizeは中程度」，ｄが０．８より大きい場
合は「effect sizeは大きい」とされています３）．ここで報
告された３つの効果量はいずれも０．２から０．５の間にある
ため，若者向けのMHFA教育に対する補足的な指標の
効果は小さかったと言えます．
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主な単語・表現
significant：有意な
in the proportion of～：～の割合で
over time：経時的に，徐々に
provide to～：～に提供する
relative to～：～と比較して control：対照群

ま と め：
１文目は，The study showed some improvements in

mental health literacy in training recipients，but could
not detect changes in the mental health of adolescents
and the support provided to them by their parents if
they had a mental health problem．です．まず，下線部
を見てみましょう．下線部の最後にtraining recipients
という熟語が見られます．タイトルのaid recipientsを
「aid援助」＋「recipients受領者」＝「aid recipients被
援助者」と訳したのと同様に，training recipientsも
「training教育」＋「recipients受領者」＝「training recipi-
ents被教育者」すなわち「教育を受けた人」と訳されま
す．よって，下線部は，「研究は教育を受けた人におい
て，メンタルヘルスリテラシーのいくらかの改善を示し
た」という意味です．ここで，新たに，メンタルヘルス
リテラシー（Mental health literacy，以下MHL）とい
う言葉が出てきました．MHLの説明は，本文のMeth-
odsのSecondary outcomesに書かれています．メンタル
ヘルスの問題の認識，メンタルヘルスの問題のある人を
助ける自信と意図，メンタルヘルスの問題を持つ人に対
する偏見，メンタルヘルスの問題に対する援助希求を指
します．

続いて，下線部の後ろを読みます．detect～は「～を
見出す」なので，could not detect changes in～で「～
の変化を見出すことはできなかった」という意味です．
では，何の変化を見つけることができなかったのでしょ
うか．the mental health of adolescentsは「青年の（思
春期の子どもの）メンタルヘルス」です．the support
provided to them by their parents if they had a mental
health problemは少々長いですが，ifの前と後に分けて
考えると容易に理解できるでしょう．ifの前は，「彼ら
の親によって提供される援助」です．ifの後ろは，「も
し彼らがメンタルヘルスの問題を持つ場合」と訳されま
す．「彼ら」とは誰を指すでしょうか．援助を受けるの
は誰か，メンタルヘルスの問題を持つのは誰かを考える
と，「彼ら」は「思春期の子ども」を指すと分かります．
よって，下線部以降は，「思春期の子どものメンタルヘ
ルスの変化と，メンタルヘルスの問題を持つ場合に親に
よって提供される援助の変化を見出すことができなかっ
た」となります．つまり，MHFA教育により，親のメ
ンタルヘルスリテラシーはいくらか高まったけれども，

実際に思春期の子どものメンタルヘルスの改善や親の支
援の変化は認められなかったということです．

However，there was a lack of power to detect pri-
mary outcome effects and therefore the question of
whether MHFA training leads to better outcomes in
the recipients of aid remains to be further explored．は
Abstractの最後の文です．文頭に「Howeverしかしな
がら」とあるので，それまでの記述と反対の内容が述べ
られると予測しながら，読み進めていきます．a lack of
～は，「～の不足」という意味なので，a lack of power
は「power（検出力）の不足」となります．ここでいう
power（検出力）とは，統計学的検出力のことであり，
介入群と対照群の差を検出するためのサンプル数の不足
を意味します．より詳しい説明は後のコラムに書きます．
powerの後ろのtoは「～のために」の意味で使われてお
り，a lack of power to detect primary outcome effects
で，「主な結果の効果を検出するためのpower（統計的
検出力）の不足」となります．次に下線部以降を見てい
きます．thereforeは，「それゆえに」という意味なので，
下線部より前の内容が下線部以降の内容の原因になって
いると考えられます．the question of～remains to be
further explored．という構造になっています．the
question of～は「～の問い」の意味です．remain to…
は「依然として…である，残ったままである」で，fur-
therは「さらに，それ以上に」，exploreは「研究する，
探索する」という意味なので，これらをつなげると「～
の問いは，さらに研究されるものとして残ったままであ
る」，意訳すれば「今後さらに研究すべき課題として残っ
ている」といった意味です．問いの内容は，whether（～
かどうか）＋主語（MHFA training）＋述語（leads to）
＋目的語（better outcomes in the recipients of aid）で
す．述語のleads to～は「～を導く，～にいたる，～を
もたらす」，目的語のbetterはgoodの比較級で「よりよ
い」という意味なので，問いの内容は，「MHFA教育が被
援助者によりよい結果をもたらすかどうか」となります．

以上より，本研究では，親に対するMHFA教育が，
被援助者である思春期の子どもの良好なメンタルヘルス
を導くと結論づけることはできなかったのです．

主な単語・表現
mental health literacy：メンタルヘルスリテラシー
detect～：～を見出す
a lack of～：～の不足 therefore：それゆえに
the question of～：～の問い
remain：残っている
remain to further studyさらなる研究を要する
further：さらに，それ以上に
whether～：～かどうか leads to～：～を導く
better：よりよい

１７１佐々木ほか：第１０回「Mental Health First Aid教育は被援助者のメンタルヘルスを改善するか？１０代の若者の親を対象とした教育のランダム化比較試験（AJ Morgan et al.２０１９）」の紹介



コ ラ ム：
統計学的powerについて

統計解析の結果と真実の違いは，第１種の過誤（αエ
ラー）と第２種の過誤（βエラー）の２つのタイプに分
けられます．第１種の過誤とは，「本当は差がないのに
差があると判定してしまう誤り」で，第２種の過誤とは，
「本当は差があるのに差がないと判定してしまう誤り」
です４）．集めたデータの解析により，第２種の過誤のリ
スクを何％以下に抑えられるかを，そのデータが持つ
「統計学的検出力（power）」と呼びます．これはサン
プル数に依存します．つまり統計学的検出力を高め，第
２種の過誤のリスクを減らすには，サンプルの数を十分
に増やす必要があります．
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Exploring the Factors Associated with the Survey Participation of Parents:
Does a Cooperation Reward Increase Their Response Rate?

Noboru Iwata
［School Health Vol.１５,２５―３３,２０１９］

https:／／www.shobix.co.jp／sh／tempfiles／journal／２０１９／０９６.pdf

Background: In the case of survey research, it is important to consider the sampling method and increase re-
sponse rates for the survey to enhance the representativeness of the surveyed sample. Of several strategies, a
monetary incentive has been widely known as the most effective way to increase response rates. However, this
finding has been derived mainly from social surveys in the western countries, and little is known about the differ-
ence in response rates with and without a monetary incentive in the field of school health research.
Objective: This study aimed to clarify the influence of cooperation reward and other related factors on the re-
sponse rate of a parent survey.
Methods: From late September to early October of ２０１６, a self-administered questionnaire survey was conducted
for ５th- and ６th-grade students and their homeroom teachers in eight public elementary schools as well as their
parents in six schools in four areas of A prefecture. In the student survey, a questionnaire was distributed by the
homeroom teachers, responded to by the students in the class, and collected in individual envelopes after sealing.
In the parent survey, students brought survey forms and two envelopes home to their fathers and mothers, and
their parents individually completed the surveys and sealed the envelopes, and the students brought them to
school. In addition, except for some elementary schools, we prepared a“Quo-Card”for a cooperation reward.
Results: Of the parent surveys conducted with ４３４ families in ６ elementary schools, both or either father or
mother of２７８ families cooperated（６４%）. The response rate in the survey was７８%（１９５／２４９）with a cooperation
incentive and４５%（８３／１８５）without it, yielding a significant difference（χ２＝５１．５８, p＜．００１）. Combined with the
gender of the homeroom teacher, there was no gender difference in response rate when there was a cooperation
reward（７８% for both）, but a significant gender difference was found（３４% for male,６５% female）when without it.
Some student-level variables significantly correlated with response rate survey cooperation could be regarded as
reflecting the situation of well-adjusted students, such as satisfaction with study, fewer academic stressors, and
stressors from／with friends, among others.
Conclusion: The response rate improved by about ３０% with a cooperation reward, but the influence of teacher’s
instruction and some other factors could not be ignored.

保護者の調査協力に関連する要因の探索：協力報酬は回収率を上げるのか？

岩田 昇

背景：調査研究の場合，標本集団の代表性を高めるためには，サンプリング方法への考慮と調査への協力率を上げる
ことが重要である．回答率を上げるための方法のうち，金銭的報酬を渡すのが最も効果的であることは広く知られて
いる．しかし，これは主に欧米諸国における社会調査に基づくものであり，学校保健領域における金銭的報酬の有無
による回答率の違いに関してはよく分かっていない．
目的：本研究では保護者調査の回答率に対する協力謝礼有無の影響やその他の関連要因を明らかにすることを目的と
した．
方法：２０１６年９月下旬～１０月上旬，Ａ県内４地域８公立小学校５・６年生および担任教師，６校の児童の保護者に自
記式質問紙調査票を用いた調査を行った．児童調査では，担任教師より調査票を配布し，クラス内で記入後，個別の
封筒に入れ回収した．保護者調査は，各児童が父親・母親用調査票・封筒を自宅に持ち帰り，父母は個別に記入・封
印し，児童が学校に持参した．なお一部の小学校を除き，保護者の協力に対してクオカードによる謝礼を用意した．
結果：保護者調査実施の６小学校４３４家庭の父母の両方／いずれかの回答を得られたのは２７８家庭（６４％）であった．
謝礼がある場合の回答率は７８％（１９５／２４９），ない場合は４５％（８３／１８５）と有意差を認めた．担任教師の性別と組合せ
ると，謝礼ありの場合に教師の性別による差異はなかったが（共に７８％），謝礼なしでは有意差を認めた（男性３４％，
女性６５％）．親の回答に有意な関連を示す児童レベルの変数は，勉強満足・勉強ストレスや友人ストレスが低いなど，
児童の良好な学校適応状態を反映するものであった．
結論：謝礼により回答率は３０％程度向上していたが，担任教師の指導による影響なども無視できないことが伺えた．

連絡先：〒３７９―２３９２ 群馬県みどり市笠懸町阿左美６０６―７ 桐生大学医療保健学部看護学科

英文学術雑誌
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Web-based Education for Preventing Sexual Violence among
Junior High School Students in Japan

Miyuki Nagamatsu, Kenichi Hara, Kiyoko Yano, Kazuki Ota and Mitsuhiro Takasaki
［School Health Vol.１５,３４―４２,２０１９］

http:／／www.shobix.co.jp／sh／tempfiles／journal／２０１９／０９２.pdf

Background: The World Health Organization has recognized intimate partner violence and sexual violence as sig-
nificant international health and human rights issues, and has recommended strengthening preventive measures.
These are serious human rights problems that need to be addressed as soon as possible. In Japan, there has been
an increase in sexual violence that involves people who meet each other via the Internet.
Objective: This study was performed to investigate the influence of web-based education for preventing sexual
violence among junior high school students in Japan.
Methods: From September２０１５ to February２０１６, we surveyed a total of ７８８ students aged１３ to １４ years at １０
junior high schools where the principals gave approval for this research. Group education concerning domestic vio-
lence was provided to all students. We investigated the usefulness of education for preventing sexual violence by
web-based education. The attitude of participants to perpetration of physical and emotional violence was assessed,
as well as utilization of healthy conflict resolution skills in peer and dating relationships of participants.
Results: A total of ７３０ students consented to participate in this study（valid response rate, ９２．６%）before receiv-
ing group education, and６７１ consented to the follow-up survey（valid response rate, ８５．２%）. Students who com-
pleted internet learning after group education（intervention group, n＝３０５）were compared with those who did
not participate in internet learning（control group, n＝３６６）. In boys, web-based education achieved improvement
of attitudes to physical violence, other-oriented emotional reactivity（empathy）, assertiveness, discussion with
other individuals, and attack avoidance, while girls showed improvement of discussion with other individuals.
Conclusions: This study suggested that web-based education on prevention of sexual violence is effective for de-
creasing the occurrence of violence and increasing healthy conflict resolution.

中学生向け性暴力予防のためのWebを活用した教育

永松美雪，原 健一，矢野潔子，大田和樹，高崎光浩

背景：WHOは，親しいパートナーからの暴力と性暴力を，重大で世界的な健康問題と人権問題であると捉え，予防
を強化することを推奨している．これらは，早急に対処すべき重大な人権問題である．日本では，インターネットを
通じて会った相手からの性暴力が増加している．
目的：この研究は，中学生向けの性暴力予防のためのWebベース教育の影響を調査するために行われた．
方法：２０１５年９月から２０１６年２月までに，この調査について学校長の研究承認が得られた１０中学校の１３～１４歳の７８８
名の生徒を対象とした．全ての学生は男女間暴力の講演（集団教育）を受けた．そして，Webを活用した性暴力予
防のための教育プログラムの効果を調査した．参加した生徒の仲間や交際関係において，精神的・身体的暴力を起こ
そうとする態度と同時に，健康的に攻撃を回避しようとするスキルを評価した．佐賀大学倫理委員会の承認を得て実
施した．
結果：集団教育前に７３０名（有効回答９２．６％），集団教育後３か月のフォローアップに６７１名（有効回答８５．２％）が同
意して調査に参加した．集団教育後にインターネット教育を受けた生徒３０５名を介入群とし，インターネット教育を
受けていない生徒３６６名を対照群とした，集団教育前と集団教育後３か月の変化を両群で比較検討した．男子におい
て，インターネット教育により身体的な暴力への態度，相手への感情的反応（共感），アサーティブ（自己表現），相
手との話し合い，攻撃の回避に対する態度が改善する効果が示され，女子で，相手との話し合いを強化する効果が認
められた．
考察：この研究は，性暴力を予防するためのwebベース教育が暴力の発生を減らし，健康的な衝突解決を増やす効果
があることを示唆した．

連絡先：〒８１１―４１５７ 福岡県宗像市アスティ１丁目１番地 日本赤十字九州国際看護大学 成育看護学（永松）

英文学術雑誌
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会員の声 東アジアの学校における保健教育の実状
Current Status of Health Education in East-Asian Schools

２０１８年に学習指導要領が改訂され，高校の保健体育で精神疾患の授業が必修化された１）．精神疾患は思春期に増加
するため２），この年代での教育実施はとても重要である．

しかし日本のような「大学入試」制度のある国では，入試に無関係の科目が軽視される傾向があり，どの程度きち
んと授業が実施されるか懸念がある．例えば２００６年には，多くの学校で卒業に必要な科目の未履修が判明し，大きな
問題となった３）．やはり日本と同様の「大学入試」制度がある台湾では，以前から精神疾患教育が保健体育の教科書
に詳述されているが，実際には他科目にあてられ，授業を行わない学校が少なくないという．これは日本学校保健学
会の２０１８年の学術大会シンポジウムで，演者の胡先生から伺った話である．実はこうした傾向は，筆者が育った中国
にも当てはまる．

中国では「保健体育」は「体育」と呼ばれ，正式な授業科目にはなっているが，筆者の中学・高校を含め，年度始
めに２，３回のごく短時間行う以外，授業を行わない学校も少なくない．その数少ない授業でも，運動については教
えても，保健に関する授業は全くない年も多かった．

また中国では，大学進学時に数学や英語等の科目が重視されるため，「体育」の時間がこれらの科目に変更される
ことも多い．保護者も受験を重視して，このような変更を好み，「体育の時間を数学や英語に変更してどこが悪い」
と発言する保護者もみられた．これらは別の中学・高校出身の知人に尋ねても，同様であった．

このような状況は，精神疾患教育の普及を含め，保健教育の発展を妨げる憂慮すべき問題であり，日本や中国，台
湾を含む東アジア共通の課題として，その改善に取り組んでいく必要があると思われる．

曾 敬茹，山口智史，佐々木司
東京大学大学院教育学研究科身体教育学コース

１）文部科学省：高等学校学習指導要領（平成３０年告示）解説 保健体育編 体育編（平成３０年７月）
Available at：http:／／www.mext.go.jp／component／a_menu／education／micro_detail／__icsFiles／afieldfile／２０１９／０３／２８／
１４０７０７３_０７_１_１.pdf Accessed May２０.２０１９

２）Kessler RC, Berglund P, Demler O, Jin R, Merikangas KR, Walters EE: Lifetime prevalence and age-of-onset distribu-
tions of DSM-IV disorders in the National Comorbidity Survey Replication. Archives of General Psychiatry ６２: ５９３―６０２,
２００５

３）文部科学省：資料２ 高等学校における必履修科目の未履修について（平成１８年）．Available at：http:／／www.mext.go.jp／
b_menu／shingi／chukyo／chukyo３／siryo／attach／１３９９３１１.htm Accessed April１０.２０１９
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会 報 一般社団法人日本学校保健学会
第２７回理事会（平成３１年３月２１日開催）議事録

日 時：平成３１年３月２１日（水） １３：００～１５：１５
場 所：聖心女子大学マリアンホール１階 グリーンパーラー
出席者 衞藤 隆（理事長）・植田誠治・大澤 功・佐々木司・野津有司・面澤和子（常任理事）・羽賀將衛・土井

豊・朝倉隆司・渡邉正樹・岩田英樹・鈴江 毅・宮尾 克・村松常司・白石龍生・郷木義子・照屋博行（理
事）・数見隆生・三木とみ子（監事）・七木田文彦（事務局長）・内山有子・物部博文（幹事）・荒川雅子（第
６６回学術大会事務局長）

理事長挨拶
・第２６回理事会（１１月３０日開催）議事録を確認した．
・第６回定時総会（１１月３０日開催）議事録を確認した．
・第７回臨時理事会（１１月３０日開催）議事録を確認した．

議 題
１．審議事項

１）入退会者の確認
衞藤理事長および七木田事務局長より資料１に基づき２０１８年１０月２７日から２０１９年３月１３日までの入退会者につ

いての報告と説明があり，原案が承認された．
２）年次学会に関する規程の見直しについて

植田常任理事より資料２に基づき年次学会に関する規程の見直し（東日本ブロック～北海道，東北，関東，北
陸と西日本ブロック～東海，近畿，中国・四国，九州の二大ブロックに再編成）と第６７回学術大会（名古屋）の
終了した翌年度は西日本ブロックから選出するという提案があった．審議の結果，原案が承認された．

３）第６８回学術大会候補地について
七木田事務局長より資料３に基づき第６８回学術大会候補地について，西日本ブロックの各地区代表理事と理事

長，事務局長で開催地区選考について検討し，候補地を選出するとの提案があった．審議の結果，原案が承認さ
れた．

４）名誉会員の推戴に関する定款第７条の見直しについて
植田常任理事より資料４に基づき名誉会員の推戴に関する定款第７条（⑶の削除等）および名誉会員特典の見

直しについての説明と提案があった．審議の結果，シニア層の活性化と名誉会員の特典に鑑みながら法・制度委
員会で継続審議することとなった．

２．報告事項
１）名誉会員のご逝去について

衞藤理事長および七木田事務局長より資料５に基づき和唐正勝名誉会員のご逝去について報告があった．
２）日本学校保健学会第６５回学術大会の決算案について

七木田事務局長と照屋九州地区代表理事より日本学校保健学会第６５回学術大会の決算案の進捗状況についての
報告があった．

３）日本学校保健学会第６６回学術大会の進捗状況について
朝倉学術大会長および荒川学術大会事務局長より資料６に基づき第６６回学術大会の進捗状況について報告が

あった．
４）日本学校保健学会第６７回学術大会の進捗状況について

大澤学術大会長より第６７回学術大会の進捗状況（開催日時候補，場所等）についての報告があった．
５）名誉会員の依頼について

七木田事務局長より名誉会員の依頼について各地区理事から６月末日までに推薦書を提出してほしいとの依頼
があった．

６）学会賞・学会奨励賞の選考について
七木田事務局長より資料７に基づき学会賞・学会奨励賞の選考についての説明があった．
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７）編集委員会報告
大澤常任理事より資料８に基づき編集関連会務および編集委員会，論文投稿数，J-STAGEの進捗状況につい

ての報告があった．
８）学術委員会報告

村松理事（学術委員会副委員長）より資料９に基づき第６５学術委員会主催シンポジウム，平成３２年度日本学校
保健学会企画研究のテーマ，用語集の改定，学会としての情報発信等についての説明があった．

９）法・制度委員会報告
植田常任理事より資料１０に基づき科学研究費補助金の小区分の取扱いについての対応，教職免許「教育の基礎

的理解に関する科目」の「学校安全に関する事項を含む」事項の件，年次学会の持ち回り制度，名誉会員の推戴，
今後の理事数についての報告があった．

１０）渉外委員会報告
野津常任理事より資料１１に基づき学術大会（大分）におけるシンポジウム企画に関わる特集原稿，次年度に向

けた渉外委員会の企画，全国公衆衛生関連学連絡協議会総会・公開シンポジウム，今後の関連協議会への参加，
関連協議会等への対応について報告があった．

１１）国際交流委員会報告
佐々木常任理事より追加資料に基づき学術大会（大分）におけるシンポジウム実施，学校保健研究における企

画記事の連載，学術大会（東京）でのシンポジウム計画（編集委員会との共同開催の可能性），また国際学術賞
についてはさらに検討中であることの報告があった．

１２）学会あり方検討委員会報告
面澤常任理事より資料１２および追加資料に基づき学会の連携，地方学会と全国学会の連携，経費節減，学会の

活性化，委員会への全員参加，学会の役割や発信，学会運営の方向性について報告があった．
１３）特別委員会報告

内山代議員より特別委員会に関連して科研費による調査の状況報告があった．
１４）選挙管理委員会報告

七木田事務局長より資料１３に基づき選挙管理委員会の進捗状況と今後の実施予定についての報告があった．
１５）次回理事会の日時について

２０１９年７月１４日（日）に聖心女子大学にて実施予定（代替日は７月２１日（日）とする）．
１６）その他

・衞藤理事長よりエコチル調査の進捗状況について報告があった．

議長 理事長 衞 藤 隆 ㊞
出席監事 数 見 隆 生 ㊞
出席監事 三 木 とみ子 ㊞

１７７学校保健研究 Jpn J School Health６１；２０１９



会 報

JR山手線

JR中央線

小田急線

池袋

日暮里

上野

秋葉原新宿

参宮橋

国立オリンピック記念青少年
総合センター

渋谷 東京

JR総武線

京成線

東京モノレール

羽田空港

浜松町

一般社団法人日本学校保健学会
第６６回学術大会開催のご案内（第４報）

学術大会長 朝倉 隆司（東京学芸大学教授）

１．メインテーマ：School health for all and a sustainable future
（全ての人々の健康と持続可能な未来のための学校保健）
～多様化・複雑化するグローバル社会と身近な社会の現実を生き抜く若者を育てる～

２．開催期日：２０１９年１１月２９日（金）～１２月１日（日）

３．会 場：国立オリンピック記念青少年総合センター
〒１５１―００５２ 東京都渋谷区代々木神園町３―１
ホームページ：https:／／nyc.niye.go.jp／

■小田急線 参宮橋駅 下車 徒歩約７分
■地下鉄千代田線 代々木公園駅下車（代々木公園方面４番出口） 徒歩約１０分
■京王バス 新宿駅西口（１６番）より 代々木５丁目下車
■京王バス 渋谷駅西口（４０番）より 代々木５丁目下車

４．主 催：一般社団法人 日本学校保健学会

５．後援（申請中）：文部科学省 東京都教育委員会 日本学校保健会，日本教育大学協会，日本教育大学協会養護
教諭部会，全国国立大学附属学校連盟，全国国立大学附属学校PTA連合会，全国国立大学附属
学校連盟養護教諭部会 等

６．学会のプログラム
１１月２９日（金） 学会関連行事 等
１１月３０日（土）
【学会長講演】 ９：５０―１０：５０

「全ての人々の健康と持続可能な未来のための学校保健学と健康社会学の融合をめざして―研究者・教育者と
してクロスボーダーを生きる―」
講師 朝倉 隆司（東京学芸大学）
座長 大澤 功（愛知学院大学）

【特別講演】 １０：５０―１１：５０
講師 西田 淳志（東京都医学総合研究所）
座長 朝倉 隆司（東京学芸大学）
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【メインシンポジウム】 １３：３０―１６：２０
「融合学術領域としての学校保健学の可能性―多様な学問領域，理論と実践を串刺しする」

コーディネーター 高倉 実（琉球大学）／籠谷 恵（東海大学）
指定討論者 高橋 浩之（千葉大学）／藤田 和也（一橋大学名誉教授）
シンポジスト 数見 隆生（宮城教育大学名誉教授）／内田 良（名古屋大学）

西牧 謙吾（国立障害者リハビリテーションセンター病院）
【ポスター発表】 午後
【報告会】 １２：００―１２：４５
【一般口演】 午後
【教育講演】

教育講演１ １６：３０―１７：２０
講師 岸 学（東京学芸大学）
座長 西岡 伸紀（兵庫教育大学）

【学会賞・学会奨励賞受賞講演】
【懇親会】 １８：００―２０：００
１２月１日（日）
【課題別セッション】 午前，午後

課題別セッションは，健康と社会の多様性を包摂するケアリングと学びのコミュニティとしての学校とは何
かを考えるため，以下のキーワードに関連した演題を募集しディスカッションします．

各セッションともに，９０分の枠で，発表１５分×４題のあと，ディスカッションを３０分行う予定です．
①病気・障害のある子供・若者
②外国につながる児童生徒，海外での学校保健・健康教育
③貧困・経済格差・ひとり親家庭，病気・障害のある親のもとで育つ子供
④定時制・三部制・チャレンジスクール，フリースクール（学びの多様性とその背景）
⑤多様な性・性自認のあり方
⑥心理社会的well-being，social well-being，健康に発達するための力，ESD
⑦災害と学校保健・学校安全
⑧チーム学校における多職種連携・地域との連携

【一般口演】 午前，午後
【教育講演】

教育講演２ ９：５０―１０：５０
講師 門司 和彦（長崎大学）
座長 武見ゆかり（女子栄養大学）

教育講演３ １１：００―１２：００
講師 手島 利夫（NPO法人日本持続発展教育推進フォーラム）
座長 國土 将平（神戸大学）

教育講演４ １３：００―１４：００
講師 長谷川修司（東京大学）
座長 渡邉 正樹（東京学芸大学）

教育講演５ ９：５０―１０：５０
講師 藤野 博（東京学芸大学）
座長 青栁 直子（茨城大学）

教育講演６ １１：００―１２：００
講師 上別府圭子（東京大学）
座長 竹鼻ゆかり（東京学芸大学）

【ポスター発表】 １０：００―１２：００ １３：００―１５：００
【学会特別企画シンポジウム】 一般公開 １３：００―１４：３０

「当事者が語る多様な社会と学校」
コーディネーター 副島 賢和（昭和大学）／齋藤 千景（埼玉大学）
シンポジスト 田川 尚登（NPO法人横浜こどもホスピスプロジェクト）
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大会参加費 情報交換会参加費
一般

（会員・非会員）
学生

（学部生・大学院生等）
一般

（会員・非会員）
学生

（学部生・大学院生等）

１）早期事前
参加申し込み ８月３１日（土）まで ７，０００円 ４，０００円 ４，５００円 ３，０００円

２）通常事前
参加申し込み

９月１日（日）～
１０月１１日（金） ８，０００円 ４，０００円 ５，０００円 ３，０００円

３）当日
参加申し込み２日間 １０月１２日（土）以降

８，０００円 ４，０００円 ５，０００円 ３，０００円

１日のみ ５，０００円 ２，０００円 ５，０００円 ３，０００円

＊大会参加費には，講演集代が含まれます．
＊事前に講演集の送付をご希望の方は，１冊につき送料５００円を加えてお申込ください．
＊学生は，大会当日に，身分を証明できるもの（学生証など）をご持参ください．

浦野 正敬（Fellow Tomorrow）／高野 陽介（横浜国立大学）
【若手研究者の集い】 １４：３０―１６：００

コーディネーター 杉崎 弘周（新潟医療福祉大学）／出口奈緒子（筑波大学）
【学術委員会シンポジウム】１０：００―１２：００
【国際交流委員会・編集委員会合同シンポジウム】１０：００―１２：００
【渉外委員会シンポジウム】１３：３０―１５：３０

情報交換会
２０１９年１１月３０日（土）１８：００から，国立オリンピック記念青少年総合センター内の「レストランとき」にて開催予定

７．一般発表（口演・ポスター・課題別セッション）について
一般発表の演題登録は閉め切らせていただきました．ご登録ありがとうございました．

１）発表形式
「口演」，「ポスター」，「課題別セッション」のいずれかになります．

⑴ 口演
・口演は発表８分，討論５分を予定しています．すべての会場で，パワーポイントを使用できます．スライド

やOHPは使用できません．
⑵ ポスター

・ポスター発表は，１１月３０日（土）午後と，１２月１日（日）午前，午後のいずれかに指定されます．なお，ポス
ター会場では座長制をとりませんので，学会が指定した時間にポスターの前で待機し，参加者からの質問に
お答えください．

⑶ 課題別セッション
・課題別各セッションは，９０分の枠で，発表１５分×４題のあと，ディスカッションを３０分行います．

２）演題の採否および発表日時の通知について
⑴ 演題の採否，発表形式（口演かポスターか），発表日時等の決定は，最終的に学術大会長にご一任ください．
⑵ 演題の採否および発表日時等の通知は，演題登録の際に入力されたE-mailアドレス宛に順次お知らせいたし

ます．
⑶ 演題の発表日時等の一覧は，第６６回学術大会ホームページ（http:／／web.apollon.nta.co.jp／jash６６／）に掲載い

たします．（１０月上旬頃予定）

８．参加申込および大会参加費

１）早期事前参加申込（８月３１日（土）まで）
⑴ 第６６回学術大会ホームページ（http:／／web.apollon.nta.co.jp／jash６６／）の「参加申し込み」から，オンライン

登録をしてください．
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⑵ 大会参加費を９月６日（金）までに，銀行振込，クレジットカード，コンビニ決済のいずれかにてお支払いく
ださい．参加費の支払いをもって参加申込みとします．
＊早期事前参加申し込みをされた方には，「参加証」を郵送します．必ず，大会当日に持参してください．
＊大会当日の受付がスムーズになるよう，できる限り事前登録・参加申込みをお願いします．
＊本大会ホームページからオンライン登録ができない場合は，運営事務局にお問い合わせください．

２）通常事前参加申し込み（９月１日（日）～１０月１１日（金）まで）の場合
⑴ 第６６回学術大会ホームページ（http:／／web.apollon.nta.co.jp／jash６６／）の「参加申し込み」から，オンライン

登録をしてください．
⑵ 大会参加費を１０月１８日（金）までに，銀行振込，クレジットカード，コンビニ決済のいずれかにてお支払いく

ださい．参加費の支払いをもって参加申込みとします．
＊「参加証」は当日大会受付にてお受け取りください．
＊本大会ホームページからオンライン登録ができない場合は，運営事務局にお問い合わせください．

３）当日参加申し込み（１０月１２日（土）～大会当日）の場合
大会当日，受付にて参加の登録および参加費の支払いを行ってください．

４）講演集のみ購入希望の場合
・８月３１日（土）まで，１冊３，５００円（送料込み）で販売します．第６６回学術大会ホームページの「参加申し込み」

からオンライン登録をし，その上で講演集代および送料を９月６日（金）までに，銀行振込，クレジットカード，
コンビニ決済のいずれかにてお支払いください．

・学会当日は１冊３，０００円で販売します（数に限りがございますのでご注意ください）．

１０．昼食
・施設の都合により，飲食場所には制限がありますのでご留意ください．
・ランチョンセミナーは行いませんので，施設内もしくは会場付近のレストラン等をご利用ください．

１１．宿泊・交通
宿泊と交通については，大会事務局では取り扱いません．

１２．託児サービス
託児サービスについては，大会事務局では取り扱いません．

１３．大会事務局
東京学芸大学 芸術・スポーツ科学系 養護教育講座
〒１８４―８５０１ 東京都小金井市貫井北町４―１―１
E-mail：jash６６@u-gakugei.ac.jp 担当：荒川 雅子

１４．運営事務局
＊演題登録，協賛，参加登録に関するお問い合わせは運営事務局にお願いします．

㈱プランドゥ・ジャパン
〒１０５―００１２ 東京都港区芝大門２―３―６ 大門アーニバスト４０１
電話 ０３―５４７０―４４０１ FAX ０３―５４７０―４４１０ E-mail：jash６６@nta.co.jp
担当：小幡・大谷

１５．大会ホームページ
http:／／web.apollon.nta.co.jp／jash６６／
（または，右記QRコードよりアクセスできます．）
最新の情報はホームページでご確認ください．
（日本学校保健学会のホームページからもアクセスできます．） 大会QRコード
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原稿の種類 内 容

１．総 説
Review

２．原 著
Original Article

３．実践報告
Practical Report

４．資料
Research Note

５．会員の声
Letter to the Editor

６．その他
Others

学校保健に関する研究の総括，解説，提
言など
学校保健に関する研究論文

学校保健の実践活動をまとめた報告

学校保健に関する資料

学会誌，論文，学会に対する意見など
（８００字以内）
学会が会員に知らせるべき記事，学校保
健に関する書評，論文の紹介など

機関誌「学校保健研究」投稿規程
１．投稿者の資格

本誌への投稿者は共著者を含めて，一般社団法人日
本学校保健学会会員に限る．

２．本誌の領域は，学校保健及びその関連領域とする．
３．投稿者の責任

・掲載された論文の内容に関しては，投稿者全員が責
任を負うこととする．

・内容は未発表のもので，他の学術雑誌に投稿中でな
いものに限る（学会発表などのアブストラクトの形
式を除く）．

・投稿に際して，所定のチェックリストを用いて原稿
に関するチェックを行い，投稿者全員が署名の上，
原稿とともに送付する．

４．著作権
本誌に掲載された論文等の著作権は，一般社団法人

日本学校保健学会に帰属する．
５．倫理

投稿者は，一般社団法人日本学校保健学会倫理綱領
を遵守する．

６．投稿原稿の種類
原稿は，内容により次のように区分する．

「総説」，「原著」，「実践報告」，「資料」，「会員の声」
以外の原稿は，原則として編集委員会の企画により執
筆依頼した原稿とする．

７．投稿された原稿は，審査の後，編集委員会において，
掲載の可否，掲載順位，種類の区分を決定する．

８．原稿は，「原稿の様式」にしたがって書くものとする．
９．随時投稿を受け付ける．
１０．原稿は，正（オリジナル）１部のほかに副（コピー）

１部を添付して投稿する．
１１．投稿料

投稿の際には，審査のための費用として５，０００円を
郵便振替口座００１８０―２―７１９２９（日本学校保健学会）に
納入し，郵便局の受領証のコピーを原稿とともに送付

する．
１２．原稿送付先

〒１１３―０００１ 東京都文京区白山１―１３―７
アクア白山ビル５F

勝美印刷株式会社 内「学校保健研究」編集事務局
TEL：０３―３８１２―５２２３ FAX：０３―３８１６―１５６１
その際，投稿者の住所，氏名を書いた返信用封筒

（角２）を３枚同封すること．
１３．同一著者，同一テーマでの投稿は，先行する原稿の

審査が終了するまでは受け付けない．
１４．掲載料

刷り上り８頁以内は学会負担，超過頁分は著者負担
（１頁当たり１３，０００円）とする．

１５．「至急掲載」希望の場合は，投稿時にその旨を記す
こと．「至急掲載」原稿は，審査終了までは通常原稿
と同一に扱うが，審査終了後，至急掲載料（５０，０００円）
を振り込みの後，原則として４ヶ月以内に掲載する．
「至急掲載」の場合，掲載料は，全額著者負担となる．

１６．著者校正は１回とする．
１７．審査過程で返却された原稿が，特別な事情なくして

学会発送日より３ヶ月以上返却されないときは，投稿
を取り下げたものとして処理する．

１８．原稿受理日は編集委員会が審査の終了を確認した年
月日をもってする．

原稿の様式
１．投稿様式

原稿は和文とする．原稿は原則としてMSワードを
用い，Ａ４用紙４０字×３５行（１，４００字）横書きとし，
本文には頁番号を入れる．査読の便宜のために，MS
ワードの「行番号」設定を用いて，原稿全体の左余白
に行番号（連続番号）を付す．

２．文章は新仮名づかい，ひら仮名使用とし，句読点
（「，」「．」），カッコ（「，『，（，［など）は１字分とする．

３．英文は，１字分に半角２文字を収める．
４．数字は，すべて算用数字とし，１字分に半角２文字

を収める．
５．図表及び写真

図表，写真などは，直ちに印刷できるかたちで別紙
に作成し（図表，写真などは１頁に一つとする），挿
入箇所を原稿中に指定する．なお，印刷，製版に不適
当と認められる図表は，書替えまたは削除を求めるこ
とがある．（専門業者に製作を依頼したものの必要経
費は，著者負担とする）

６．原稿の内容
・原稿には，【Background】，【Objective】，【Methods】，

【Results】，【Conclusion】などの見出しを付けた
４００語程度の構造化した英文抄録とその日本語訳を
つける．ただし原著以外の論文については，これを
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省略することができる．
・すべての原稿には，五つ以内のキーワード（和文と

英文）を添える．
・英文抄録については，英語に関して十分な知識を持

つ専門家の校正を受けてから投稿する．
・正（オリジナル）原稿の表紙には，表題，著者名，

所属機関名，代表者の連絡先（以上和英両文），代
表者のメールアドレス，原稿枚数，図及び表の数，
希望する原稿の種類，別刷必要部数を記す（別刷に
関する費用は，すべて著者負担とする）．副（コ
ピー）原稿の表紙には，表題，キーワード（以上和
英両文）のみとする．

７．研究の内容が倫理的配慮を必要とする場合は，研究
方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったかを
記載する．

８．文献は引用順に番号をつけて最後に一括し，下記の
形式で記す．本文中にも，「…知られている１）．」また
は，「…２）４），…１－５）」のように文献番号をつける．著者
もしくは編集・監修者が４名以上の場合は，最初の３
名を記し，あとは「ほか」（英文ではet al.）とする．

［定期刊行物］ 著者名：表題．雑誌名 巻：頁―頁，発
行年

［単 行 本］ 著者名（分担執筆者名）：論文名．（編
集・監修者名）．書名，引用頁―頁，発行
所，発行地，発行年

―記載例―
［定期刊行物］
１）高石昌弘：日本学校保健学会５０年の歩みと将来への

期待―運営組織と活動の視点から―．学校保健研究
４６：５―９，２００４

２）川畑徹朗，西岡伸紀，石川哲也ほか：青少年のセル
フエスティームと喫煙，飲酒，薬物乱用行動との関係．
学校保健研究 ４６：６１２―６２７，２００５

３）Hahn EJ, Rayens MK, Rasnake R et al.：School to-
bacco policies in a tobacco-growing state. Journal of
School Health７５：２１９―２２５,２００５

［単行本］
４）鎌田尚子：学校保健を推進するしくみ．（高石昌弘，

出井美智子編）．学校保健マニュアル（改訂７版），
１４１―１５３，南山堂，東京，２００８

５）Hedin D, Conrad D：The impact of experiential
education on youth development. In：Kendall JC
and Associates, eds. Combining Service and Learn-
ing：A Resource Book for Community and Public
Service. Vol １, １１９―１２９, National Society for Intern-
ships and Experiential Education, Raleigh, NC, USA,
１９９０

〈日本語訳〉
６）フレッチャーRH，フレッチャーSW：治療．臨床疫

学 EBM実践のための必須知識（第２版．福井次矢
監訳），１２９―１５０，メディカル・サイエンス・インター
ナショナル，東京，２００６（Fletcher RH, Fletcher
SW：Clinical Epidemiology. The Essentials. Fourth
Edition, Lippincott Williams & Wilkins, Philadelphia,
PA, USA,２００５）

［報告書］
７）和田清，嶋根卓也，立森久照：薬物使用に関する全

国住民調査（２００９年）．平成２１年度厚生労働科学研究
費補助金（医薬品・医療機器等レギュラトリーサイエ
ンス総合研究事業）「薬物乱用・依存の実態把握と再
乱用防止のための社会資源等の現状と課題に関する研
究（研究代表者：和田清）」総括・分担研究報告書，
２０１０

［インターネット］
８）厚生労働省：平成２３年（２０１１）人口動態統計（確定

数）の概況．Available at：http:／／www.mhlw.go.jp／
toukei／saikin／hw／jinkou／kakutei１１／dl／０１_tyousa.pdf
Accessed January６,２０１３

９）American Heart Association：Response to cardiac
arrest and selected life-threatening medical emer-
gencies：The medical emergency response plan for
schools. A statement for healthcare providers, policy-
makers, school administrators, and community lead-
ers. Available at：http:／／circ.ahajournals.org／cgi／
reprint／０１.CIR.００００１０９４８６.４５５４５.ADv１.pdf Accessed
April６,２００４

附則：
本投稿規程の施行は平成３０年（２０１８年）１２月１日とする．
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投稿時チェックリスト（平成３０年１２月１日改定）

以下の項目についてチェックし，記名・捺印の上，原稿とともに送付してください．

□ 著者（共著者を含む）は全て日本学校保健学会の会員である．
□ 著作権委譲承諾書に，共著者全員が署名した．
□ 本論文は，他の雑誌に掲載されていたり，印刷中もしくは投稿中の論文ではない．
□ 同一著者，同一テーマでの論文を「学校保健研究」に投稿中（査読審査中）ではない．

□ 原著として投稿する原稿には，４００語程度の構造化した英文抄録とその日本語訳をつけた．
□ 英文抄録は，英語に関して十分な知識を持つ専門家の校正を受けた．
□ キーワード（和文と英文，それぞれ五つ以内）を添えた．
□ 研究の内容が倫理的配慮を必要とする場合は，研究方法の項目の中に倫理的配慮をどのように行ったのかを記載

した．
□ 文献の引用の仕方が投稿規程の「原稿の様式」に沿っている．
□ 本文には頁番号を入れ，原稿全体の左余白に行番号（連続番号）を付した．
□ 図表，写真などは，直ちに印刷できるかたちで別紙に作成した．
□ 図表，写真などの挿入箇所を原稿中に指定した．
□ 本文，図及び表の枚数を確認した．

□ 原稿は，正（オリジナル）１部と副（コピー）１部があるか．
□ 正（オリジナル）原稿の表紙には，次の項目が記載されている．

□ 表題（和文と英文）
□ 著者名（和文と英文）
□ 所属機関名（和文と英文）
□ 代表者の連絡先（和文と英文）
□ 代表者のメールアドレス
□ 原稿枚数
□ 図及び表の数
□ 希望する原稿の種類
□ 別刷必要部数
□ キーワード（和文と英文）

□ 副（コピー）原稿１部の表紙には，表題，キーワード（以上和英両文）のみが記載されている（その他の項目等
は記載しない）．

□ 表題（和文と英文）
□ キーワード（和文と英文）

□ ５，０００円を納入し，郵便局の受領証のコピーを同封した．
□ 投稿者の住所，氏名を書いた返信用封筒（角２）を３枚同封した．

上記の点につきまして，すべて確認しました．
年 月 日

氏名： 印
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著作権委譲承諾書

一般社団法人日本学校保健学会 御中

論文名

著者名（筆頭著者から順に全員の氏名を記載してください）

上記論文が学校保健研究に採択された場合，当該論文の著作権を一般社団法人日本学校保健学会に委譲することを
承諾いたします．また，著者全員が論文の内容に関して責任を負い，論文内容は未発表のものであり，他の学術雑誌
に掲載されたり，投稿中ではありません．さらに，本論文の採否が決定されるまで，他誌に投稿いたしません．以上，
誓約いたします．

下記に自署してください．

筆頭著者：

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

共著者：

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

氏名 会員番号（ ） 日付 年 月 日

＊１ 用紙が足りない場合は，用紙をコピーしてください．
＊２ 本誌への投稿は，共著者も含めて一般社団法人日本学校保健学会会員に限ります（投稿規程１項）．会員でな

い著者は投稿までに入会手続きをとってください．
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日本学校保健学会倫理綱領

一般社団法人日本学校保健学会は，本倫理綱領を定める．
前 文

一般社団法人日本学校保健学会会員は，教育，研究及び地域活動によって得られた成果を，人々の心身の健康及び
社会の健全化のために用いるよう努め，社会的責任を自覚し，以下の綱領を遵守する．
（責任）
第１条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に責任を持つ．
（同意）
第２条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動に際して，対象者又は関係者の同意を得たうえで行う．
（守秘義務）
第３条 会員は，学校保健に関する教育，研究及び地域活動において，知り得た個人及び団体のプライバシーを守秘

する．
（倫理の遵守）
第４条 会員は，本倫理綱領を遵守する．

２ 会員は，原則としてヒトを対象とする医学研究の，倫理的原則（ヘルシンキ宣言）を遵守する．
３ 会員は，原則として「人を対象とする医学系研究に関する倫理指針」（平成２６年制定・平成２９年一部改正，文

部科学省・厚生労働省）を遵守する．
４ 会員は，原則として児童の権利に関する条約を遵守する．
５ 会員は，その他，人権にかかわる宣言を遵守する．

（改廃手続）
第５条 本綱領の改廃は，理事会が行う．
附 則 本規程は，平成２５年１０月１４日理事会にて決議，平成２５年１０月１４日より施行する．平成２９年７月９日一部改正．
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関連学会の活動 第７６回北陸学校保健学会の開催と
演題募集のご案内

北陸学校保健学会 会長 中川 秀昭
（金沢医科大学教授）

下記の要領にて，第７６回北陸学校保健学会を開催致しますので，多数ご参加ください．

１．期日：令和元年１１月２４日（日） 午前９時半から午後４時半（予定）
会場：福井市地域交流プラザAOSSA ６階 ６０７会議室

（〒９１０―０８５８ 福井県福井市手寄１丁目４―１）

２．日程：
午前 一般口演，理事会
午後 総会

特別講演 「（仮）からだのしくみを身近に感じる保健の指導
～解剖学をいかした教材開発～」

講 師：樋口 桂 先生（文教学院大学・保健医療技術学部・教授）

３．申込方法
一般口演
① 演題申込 令和元年９月２０日（金）までに，演題名を添えて葉書

もしくはE-mailにて下記までお申込ください．
② 口演時間 発表１０分，質疑応答５分（予定）
③ 抄録原稿 演題のお申し込みがあれば，講演原稿作成の手引きをお送りいたします．
④ 原稿〆切 令和元年１０月１８日（金）

４．演題申込及び問い合わせ先
〒９２０―１１９２ 金沢市角間町金沢大学人間社会学域
北陸学校保健学会事務局 （河田史宝 宛）
Tel：０７６―２６４―５６０７
E-mail：kawata.h@staff.kanazawa-u.ac.jp
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編 集 後 記

会員から論文が投稿され編集委員会で自分の担当論文
が決まる．論文全体を熟読する．このままの状態で査読
者に査読を依頼して良いものか，それともその前に著者
と若干のやりとりをして形式等の欠点を修正してもらっ
てから依頼した方が良いのかを考える．それから，問題
点は最初の査読ですべて指摘しなくてはならないので，
もし査読者が指摘しなくても編集委員として必ず指摘し
なくてはならない箇所をチェックしておく．その上で，
査読者の候補を選ぶ．専門分野が合っているか，研究方
法に対応できるか，著者と特別な関係がないか，きちん
とルールを守ってくれる人か，査読を多く頼みすぎてい
ないか．何人かの候補を選び順位をつけ依頼していくが
断られることも多い．査読結果が返ってくると今度はそ
れをそのまま著者に返してよいかどうかを考える．無茶
な指摘もまったくないわけではないが，基本的にはその
まま著者に送る．著者と査読者との間で意見が対立した
場合には調整，あるいは判断することになる．

大変である．何の得にもならない．何でこんなことを

自分がしなくてはならないのかと思う．担当の論文を減
らして欲しいと思う（笑）．しかしである．

私も研究の道を志して４０年が過ぎようとしている．そ
の間，大学の教員として就職し，様々な仕事をしてきた．
学習指導要領を始め学校保健行政にも携わらせていただ
いた．学部長として大学運営にかかわらせていただいた
こともある．それらに価値がないとはもちろん思わない
が，そもそも研究者として生きていこうと決意し，学び
励んで磨いてきた部分がそこに生きているかというと疑
問の余地がないでもない．その意味で，研究の最前線に
おいて様々な研究成果やそれへの意見などに関する高度
な議論に対応し，判断・表現していく編集委員や査読者
としての仕事こそ研究者として磨いてきた専門性を
１００％発揮する場ではあるまいか．そう考えると投稿論
文への姿勢も変わってくる（ちと大げさである）．

皆さんもそう考えて是非査読依頼を断らないで下さい．
（高橋浩之）
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